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流体 エネル ギー資源開発の

技 術 課 題 に つ い て

理事。東京大学工学部教授 平 川 誠 一

0

0

私の関与する 一次エネルギー 資源問題は,石 油開発 ・液化 ガス導入 ・地熱開発

な ど極 く限 られた一部である。

地熱エネルギーは,最 近石炭液化や太陽エネルギー とともに,サ ンシャイン計

画の見直 し ・加速的推進 の対象 として クロー ズアップ している。 このエネルギー

としては,大 規模深部地熱発電 ・バ イナ リー発電 ・トー タル フロー 発電 ・深層熱

水供給が項 目として挙げられ,今 後パ イロットプラン トを経 て 実用化プ ラン トへ

と研究開発が計画され,さ らに昭和65年(1990年)度 石油換算約700万klの 地熱

エネルギー供給 目標達成には,民 間企業による実用化の誘導が期待されている。し

か しなが ら,こ れ らに関する技術的 シナ リオは今後の問題 として残 されている。

液化ガス導入は急増 見通 しのもとに,技 術面で も需給面で も順調な伸展 をとげ

ている。特に世界各国の要望にこたえ,明 年4月 には京都において 第6回LNG

国際会議 を主導するまでに成長 した。 現在,外 国への液化ガス技術輸出の実力は

充分備わ ってはいるが,今 後 とも冷熱利用面 ならびに液化ガス保安面な どへの技

術的努力の継続 とともに,LNGの 相互融通制度 の確立ならびにLNGとLPG

との相対的役割 りの検討な ど,技 術面をふ まえた詰 めが必要である。

石油審議会開発部会は,昭 和55年 度 より 「第5次 国内石油及び可燃性天然ガ ス

資源開発5力 年計画」を発足させるのが妥当と判断 した。 これは,最 も安定的な

供給源 である国内の石油 ・天然ガス資源 の 探鉱開発 をより積極的に 推進すること

を目的 としている。 この計画達成 のための技術開発促進項 目として,(1)海 底石油

生産 システムの実行化,(2)大 水深の海域 における掘削技術 の研究開発,(3)探 鉱に

関する新技術の開発,(4)油 田の二次三次回牧技術 の実用化が主要課題 と摘 出され

た。これらの技術開発は,わ が国企業に よる海外での石油 および天然ガス開発へ

も大 きな寄与が期待できる。

以上の事例を も包括 して,全 エネルギーの諸問題 を技術的側面か ら 捉え総合化

し,わ が国のエネルギー政策 に反映させる意義は非常に深い と考える。

(ひ らかわ せいいち)
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IEAの エネルギー研究 開発概要

中 橋 一 泰
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先般東京で開催された先進国首脳会議にお

ける合意にも見られるように,代 替エネルギ

ーの開発は,も はや世界的な課題である。地

球上で目下確認されている原油埋蔵量は,約

6,600億 バ レルであるが,こ れは新規発見が

ない とすると今後約33年 間で消費され尽 して

しまう量でしかない。新規の原油発見には多

くを望めず,逆 に開発途上国の石油消費量が

増大の一途をたどることは目に見えてい るこ

と,ま た代替エネルギーの開発には一般に長

い リー ドタイムを要す ること等を考えれば,

代替エネルギー研究開発の強化促進は急務で

ある。

エネルギー研究開発は,莫 大な投資と最高

の叡智 を必要 とするため,国 際協力によって

行 うことが効果的である。現在多国間あるい

は2国 間でいくつかの国際協力が行われてい

るが,中 でも国際エネルギー機関(IEA)

におけるエネルギー研究開発国際協力は一大

中心を形成するものといっても過言ではなか

ろう。本稿では,こ のIEAに おける国際協

力について,発足の経緯,日 本の貢献度,協 力

の進め方等の観点から解説することとする。

1.lEAの 概要

エネルギー研究開発委員会(CRD)に つ

い て述 べ る前 に,ま ずIEAの 概 要 を知 って

お く必 要 が あ ろ う。

1)設 立の経緯

1973年 秋 の 石 油 危 機 を うけ て 先 進 石 油消 費

国 は,キ ッシ ン ジ ャー米 国務 長 官(当 時)の

提 唱 に よ りエ ネ ル ギ ー 調整 グ ル ー プ(ECG)

を設 置 し,1974年11月 に 至 る まで,石 油 緊 急

融 通 制 度 の 確 立 及 び 長 期 エ ネ ル ギー協 力対 策

等 を 目的 と して エ ネ ル ギー 問題 の 解 決 の 方 途

を検 討 した。 このECGの 数 次 に 亘 る会 合 を

経 て,国 際 エ ネ ル ギー 計 画(IEP)に 関 す

る協 定 案 及 び こ の計 画 の実施 機 関 とな るべ き

'工EA設 立 に関 す る経 済 協 力 開 発 機 構(OE

CD)理 事 会 決 定 案 が 作 成 され,こ れ に基 づ

い て1974年11月15日,OECD理 事 会 決 定 に

よ りOECDの 枠 内 にIEAが 設 立 され た。

IEA加 盟 国 は,オ ー ス トリア,ベ ル ギー,

カ ナ ダ,デ ンマー ク,西 独,ア イル ラ ン ド,

イ タ リア,日 本,ル クセ ンブ ル グ,オ ラ ンダ,

スペ イ ン,ス ウ ェー デ ン,ス イス,ト ル コ,

英 国,米 国 の16力 国 で あ った が,そ の後 ニ ュ

ー ジー ラ ン ド,ノ ー ル ウ ェー,ギ リシ ャの3

力国 が 加 わ り,さ ら に本 年3月 には オ ー ス ト

ラ リアの 参 加 も承 認 され て 現在IEAの 参 加

国 は20力 国 とな っ てい る。(OECD加 盟主
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要国のうち仏は,工EAが 反OPEC同 盟の

色彩が強いとして不参加)

2)iEAの 任務及び機構

IEAの 任務は次の4つ に大別できる。

①緊急時対策

石油の共通緊急備蓄水準の確定,緊 急時

における需要抑制,相 互融通スキームの確立

等。

②長期協力対策

参加国の輸入石油依存度の低減のための

節約,代 替エネルギー開発,エ ネルギー研究

開発等。

③石油市場対策

市場透明度改善のための方策 として国際

石油市場に関する情報制度の確立及び国際石

油会社 との協議 システムの確立等。

④産油国等 との協力促進対策

産油国及び開発途上国を含む他の石油消

費国との協力関係の強化

これらの任務を遂行するため,最 高機関 と

しての各種の決定や勧告の採択 を行 う理事会

(GB)が 設置されてお り,更 に,理 事会の

もとに,上 記4分 野の各々の常設組織 として

緊急時問題常設部会(SEΩ),長 期協力問題

常設部会(SLT),石 油市場問題常設部会

(SOM),生 産国及び他の消費国 との関係に

関する常設部会(SPC)の4つ の作業部会

とエネルギー研究開発委員会(CRD)が 設

置されている。(図1)後 に詳 述 するが,

CRDは,エ ネルギー研究開発(R&D)が

重要なテーマであることから,SLTか ら分

離独立したものである。

2.CRDの 概 要

IEAの 設立から現在までのCRDの 活動

を概観すると,性 格的に3つ の時期に分類す

ることが可能である。CRD活 動の発展振 り

を各時期ごとに見てみよう。

D第1期

(1974年11月 ～1975年11月)

IEAの 設立に始 まって,CRD創 設に至

るまでの期間である。この時期は,IEAの

下でのエネルギーR&D国 際協力のあ り方の

大原則が策定された時期である。

IEAに おけるエネルギーR&Dは,当 初

はIEAの 常設作業部会の一つである長期協

力部会の下に設置されたR&Dサ ブ ・グルー

プを中心 として行われた。R&Dサ ブ ・グル

ープの役割は,曾 つ 一 ド・カントリー方式"

(エ ネルギー技術ごとに議長国を決め,議 長

国のリーダーシップのもとに関心国が自主的

に参加 し,適 宜必要な資金,施 設,情 報等を

提供することにより国際協力を取 り進める方

法)の もとで,各 国のR&Dの 実情を把握し

たうえで,各 国がR&Dを 行うにあたり相互

に協力しうる分野 を確認し,そ の促進を図る

ことにあった。すなわち,IEAのR&D活

動は,R&D分 野 を確認し,技 術 ごとに設置

された各作業部会において,こ の分野におけ

る国際協力の可能性ならびに協力の形態につ

き十分な検討を行 ったうえで,具 体的なプロ

ジェクトにつき合意が得 られた場合に共同プ

ロジェクト計画を策定するとの形式をとって

おり,そ の場合の参加方法は,当 該プロジェ

クトに関心ある国が各自の負担で参加する方

法を採っている。従ってIEAに おけるR&

D協 力は各国の自主性を十分尊重 しうるもの

であるといえる。
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R&Dサ ブ ・グループは発足以来,こ の方

式に基づいて国際エネルギー計画(IEP)

第42条C項 に規定されたエネルギー新技術

(石炭技術 ・太陽エネルギー ・放射性廃棄物

管理 ・制御熱核融合 ・水素エネルギー ・原子

力の安全性 ・廃熱利用 ・省エネルギー技術 ・

都市産業廃棄物利用)の9分 野各々につき,

専門家会合を開催 し,作業部会の討議を経 て,

国際協力として,有 効なテーマを見出した上

で,具 体的なプロジェクトの策定に入 った。

こうした実際的な作業の進捗に伴い,R&D

活動における国際協力のあ り方および特許権

・実施権等の工業所有権 を含む知的所有権に

関する各国の法制上の相異から生ずる問題の

解決方法が必要とな り,各 国の法律専門家会

合を初め として数次にわたる会合の結果,「エ

ネルギーの研究開発分野における国際協力の

ための指導原則」および 「実施取極における

情報な らびに知的所有権に関する指導指針」

につき合意が成立 した。この指導原則の主要

点は次のとお りである。

①情報交換,プ ロジェクト等への参加につ

き官民双方の支持 を得 る(第1条,第2条)。

②プロジェクトへの参加母胎 として,国 家

機関またはその他の公的機関,私 的法人 もし

くは企業等 を指名 しうる(第3条)。

⑧プロジェク トの内容は,情 報交換,専 門

家交流,施 設ならびに装置の共同設計 ・建設

・運営を含む具体的プロジェク ト,技 術基準

の共同開発および統一等とする(第5条)。

④プロジェクト推進のため当該プロジェク

ト参加者間で個別に計画の目的,分 担条件,

成果(情 報あるいは特許権等)の 配分に関す

る規定等を定めた 「実施取極(lmplementing

Agreement)を 適宜締結するこ とが で きる

(第6,7,8条)。

こうして国際協力のための枠組みが整備さ

れる一方,各 技術の開発優先度の決定 を容易

にするために,個 々のエネルギー技術の実用

化の時期およびその規模ならびに環境等への

影響等についての共同研究を行 う必要性が認

識された。このような認識のもとに,シ ステ

ムズ ・アナ リシスの手法を用いて,総 合的エ

ネルギー戦略(エ ネルギー-R&D戦 略)を 策

定するための作業が,IEA参 加各国から科

学者・専門家の出席 を得て現在進行中である。

これらの一連の活動をふまえて,1975年11

月にはパ リのOECDに おいて,IEAのR

&D特 別理事会が開催された。この会合には,

わが国から久良知科学技術庁次官,武 田通産

省工業技術院技術審議官等が,米 国からシー

モンズ ・エネルギー研究開発庁(現 在のエネ

ルギー省)長 官等が出席 した他,各 国か らも

エネルギーR&Dに たずさわる高級官吏が参

加 した。この特別理事会における主要な成果

は次のとお りである。

①前述の 「エネルギーの研究開発分野にお

ける国際協力のための指導原則」に基づいて

策定された 「石炭技術に関する多国間情報交

換の実施取極」の署名。(こ の時署名された

実施協定は5本 あり,こ れら5協 定の成立を

もってCRDの 実質活動が開始されたわけで

あるが,こ の時わが国は5協 定のいずれに も

署名 しなかった。わが国は,そ の後1977年3

月にこれら5協 定のうちの1つ である 「石炭

技術情報事業実施協定」に加入 した。)

②エネルギーR&D戦 略策定を目的 とした

作業部会の設置。

③前記9分 野のエネルギー技術に加え,新

たに定められた7分 野(多 目的高温ガス炉 ・

4
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IEA理 事 会(GB)
GoverningBoard

緊急時問題常設部会(SEQ)

長期協力問題常設部会(SLT)

石油市場問題常設部会(SOM)

生産国及び他の消費国との関係に
関する常設部会(SPC)

原子力サブグループ

代替工ネルギー開発
サプグループ

節約サブグループ

エ ネル ギー研究 開発委員 会(CRD)一 作 業部会(WP)

CommitteeonEnergyResearchWorkingParty
andDevelopment_一

システムス ・アナリシス'

石炭技術

太陽エネルギー

放射陛廃棄物管理(休 止)

核融合(核 融合調整委員会)

水素工ネルギー

原子力の安全性

廃熱利用(「省エネルギー」に吸収)

省エネルギー

都市産業廃棄物の利用(廃 止)

多目的高温ガス炉(休 止)

小型太陽発電

地 熱

風 力

海洋エネルギーシステム

海洋温度差発電

(「海洋エネルギーシステム」に吸収)
バイオマス変換

石油探査回収

●
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小規模太陽発電 ・地熱 ・風力 ・海洋エネルギ

ーシステム ・海洋温度差発電 ・バイオマス変

換)の 国際協力の可能性に関する検討の決定。

④エネルギー研究開発委員会の設置。

2)第2期

(1975年11月 ～1979年5月)

CRD設 立から第3回IEA閣 僚理事会ま

での期問である。第1期 が主に国際協力のテ

ーマの検討あるいはその基礎作 りにあったの

に対 して,第2期 はその共同計画の着手,実

行の時期 といえる。

前述のIEA・R&D特 別理事会の結論に

基づき,IEAに おけるR&D活 動は一層具

体化 し,各 々の分野で新たな作業の進捗が見

られた。R&D特 別理事会以降の進捗はほぼ

次のとおりである。

CRDの 付託事項は,(イ)エネルギーR&D

戦略を提供すること,@「 長期協力計画」

(1976年1月 末の理事会において採択)の 遂

行に貢献すること,お よび の 実質的な作業

の進展をはかるため,エ ネルギーR&Dプ ロ

グラムを定期的に検討し,各 国の協力を取 り

つけ,ま た,適 当な検討期間経過後に参加国

政府間の協力が見込めない作業部会について

は,早 期に終了せしめるか,も しくは他の作

業部会に移管することを検討すること,と さ

れている。

さて,R&Dサ ブ ・グループをR&D委 員

会へと発展昇格 させたことにより,1EAの

エネルギー一・R&D活 動は実質的な活動を開始

し,1976年2月20日 には,パ リにおいて第1

回IEA・R&D委 員会が開催された。この

会合においては,前 述のR&D特 別理事会に

おける採択事項 を確認したほか,次 の諸点に

つきコンセンサスがあった。

①システムズ ・アナ リシスの作業のとり進

めかたにつき合意があ り,こ の結果,米 国お

一5一
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よび西独が自国の国立研究所(米:ブ ル ック

ヘブン国立研究所,西 独:ユ ー リッヒ核研究

所)を 開放 して各国のシステムズ ・アナリシ

スの科学者,専 門家を受け入れ,エ ネルギー

R&D戦 略策定を目的 とした作業を開始する

ことになった。

②実質的な作業の見込めない分野 既に

商業べ一スの段階を迎えている技術および各

国の関心度の相違が大きく国際的協力の余地

の乏 しい技術 を整理することに合意 し

た。これによりIEA・R&D活 動は政府 レ

ベルのリーダーシップを必要 とする先端技術

分野ならびに各国のエネルギー政策を反映 し

た実施可能な優先技術分野にその努力を集中

することが可能 となった。これに関連 し,当

時のR&D委 員会議長シュミット・キュスタ

ー(西 独)は ,「 情報交換を行いうる国際機

関は既に多数存在しているので,IEAのR

&D活 動は,そ の努力を実行可能なハー ドウ

ェァープロジェクトに作業を集中すべきであ

る」との考え方を強 く示したが,こ の考え方

は第2期 中はなかなか現実のものとならなか

ったものの,第3期 に入って具体化されるこ

ととなる。

③1975年12月 のOECD閣 僚会議をもって

発足した国際経済協力会議(CIEC)の 活

動を考慮し,開 発途上国(LDC)と のR&

D協 力を促進することにつき意見の一致があ

った。

IEAは,国 際経済協力会議(CIEC)

にOPEC事 務局と共に常任オブザーバーと

して参加することを認められているが,長 期

的にみれば途上国側もエネルギー問題の解決

のためにはR&D技 術を必要としていること

は明らかである。CRDは,こ のような観点

から長期的なエネルギー問題解決のために,

特に非産油開発途上国のエネルギー困難 を克

服する努力を,側 面より援助することの必要

性 を認めたものである。

その後IEAで は,1977年4月 の第29回理

事会において 「IEA加 盟国と開発途上国間

のエネルギーR&D協 力に関するとりあえず

の指導原則」を採択した。その骨子は以下の

、通 りである。

①LDCに 対する技術援助の促進。

②IEAプ ロジェク トから得 られた所有権

を伴わない情報のLDCに 対する提供。

③LDCに よるIEAプ ロジェクトへの参

加の招請。

④LDC提 案による新規プロジェクトの着

手。

⑤LDCの 参加の諾否はすべてCRDで 検

討 したのち理事会で決定。

⑥プログラムのプライオ リティー を決定す

る際,LDCの ニーズにあった技術を考慮。

⑦原子力分野については,IEA以 外の機

関(IAEAか あるいは他の適当な機構)に

よる協力を推奨。

IEAの プロジェクトに,LDCが 参加 し

ているのは現在 までにメキシコの例が1件 あ

るだけである。メキシコは国内の地熱資源の

開発に関心を有 していたことから1978年5月

にIEAの 地熱作業部会への参加希望を表明

した。この希望 を受けてCRDは,同 年6月,

前記 「指導原則」に基づきメキシコの地熱作

業部会への参加問題を討議 し,CRDと して

これを承認する旨決議を行った。本件はこの

CRDの 承認を受けて9月 のIEA理 事会で

も承認されるに至った。

前述 したように,第2期 のスター ト時に成

6
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立 した実施協定は,石 炭関係の5協 定であら

たが,そ の後作業部会(図1参 照)で 次々と

R&Dプ ロジェクトが策定され,協 定数は第

2期 の終了までに30に達 した。(表1参 照)た

いていの場合,1つ の協定のもとで実施され

るプロジェクトは1つ であるが,協 定の中に

は複数のプロジェクトを有するものもあり,

プロジェクトの総i数では43と なった。このよ

うな作業部会の活発な活動によるプロジェク

トの量的拡大が第2期 の特徴であるが,一 方

作業部会の中には,ほ とんど活動 しなかった

ものもあった。具体的には以下のとおりであ

る。

①放射性廃棄物管理作業部会

実質的な作業は,NEAの 放射性廃棄物管

理委員会で行 っているため,重 復 を避ける意

味でIEAで は活動を休止。

②核融合作業部会

核融合は極端に専門的内容の分野であり,

IEA参 加国の中には核融合を研究 していな

い国 もあるため,IEA参 加国全体の会合は

無理であるとのECの 主張から,作 業部会の

代わ りに専門家会合を発展的に昇格させた核

融合調整委員会(FPCC)が 発足 した。

③廃熱利用作業部会

廃熱利用は,省 エネルギー作業部会に移管

された。

④都市産業廃棄物利用作業部会

廃棄物の利用は,重 要な分野ではあるが,

すでに商業化されている分野であるというこ

ともあり,IEAに おける国際協力のテーマ

から除外された。

⑤多目的高温ガス炉作業部会

関心を有する国が限 られているため,現 在

休眠状態にある。

⑥海洋温度差発電作業部会

関心 を有する 国が限 られている こともあ

り,海洋エネルギーシステム作業部会に統合。

一方 ,石 油そのものに関する技術開発のた

めに,石 油探査回収作業部会が追加された。

3)第3期

(1979年5月 ～)

1979年5月21・22の 両 日,パ リで第3回 閣

僚 理 事 会 が 開 催 さ れ,CRD関 係 で は,新 た

に4つ の協 定 と4つ の意 図表 明(Statement

ofIntent)に 署 名 が行 わ れ た 。CRDで は,

従 来 よ りハ ー ドウ ェアー プ ロジ ェ ク トを増 加

す べ く努 力 が 行 な わ れ て き たが,第2期 は量

的 拡 大 が よ り重 要 視 され た た め,情 報 交 換 等

の ソ フ トウ ェアー プ ロ ジ ェ ク トが 多 く作 成 さ

れ,ハ ー ドウ ェアー プ ロ ジ ェ ク トは30協 定 の

うち10協 定 にす ぎ なか っ た。 しか し前 記 閣 僚

理 事 会 で署 名 され た8つ の プ ロ ジ ェ ク トは,

6つ ま でが ハ ー ドウ ェ アー プ ロ ジ ェ ク トで あ

り,こ れ はCRD活 動 が 量 的 拡 大 重 視 の第2

期 か ら質 的 拡 大 重 視 の第3期 へ 移 行 した こ と

を示 す もの であ る。先 般 の東 京 サ ミッ トで は,

代 替 エ ネ ル ギー の実 用 化 促 進 の重 要性 が 認 識

され,国 際 エ ネ ル ギー 技 術 グル ー プ を設 け て

具体 的 な プ ロ ジ ェ ク トの策 定 を行 う こ と にな

った が,こ う した 東京 サ ミ ッ ト合 意 に よ るエ

ネ ル ギーR&Dの 動 き と,質 的 拡 大 期 を迎 え

たCRDに よ るエ ネ ル ギーR&D活 動 とが,

今後 ど の よ うな 形 で相 互 に関 連 してゆ くのか

注 目す る必 要 が あ ろ う。

3.CRDの 活 動

CRDの 活 動 は 大 別 して3つ あ る。

7
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Dエ ネルギーR&D計 画の実施

CRDの 活動の中で最 も大きなウェイ トを

しめるものである。具体的なR&D事 業は,

前述の作業部会(WorkingParty)で 検討

され,そ の結果合意に達 した共同事業につい

て実施協定が締結 され,各 国が任意に加盟す

ることになっている。このようにして,現 在

までに締結 された実施協定は34に及んでいる

が,各 国のこれら協定への加盟状況は表1に

示す通 りである。

実施協定の形態はほぼパ ターン化されてお

り,ほ とんどの協定が協定本体 と附属書から

構成されている。協定本体は,目 的,運 営方

法,会 計,情 報及び知的所有権等の一般事項

を定め,具 体的なプロジェクトの内容につい

ては,附 属書に規定されている。附属書は,

協定本体に各プロジェクト毎にい くつでも設

けられることになってお り,た とえば 「太陽

熱による暖冷房システムの開発試験計画」実

施協定には附属書が1か らVま で5つ 設けら

れている(表1参 照)協 定の運営は,そ の協

定に加盟 している各国の代表か ら成る執行委

員会によって行われる。執行委員会は通常一

年に2回 開かれ,プ ロジェクトの進捗状況の

チ ェックやCRD提 出用,協 定加盟国配布用

等の報告書の作成などが行われる。他方プロ

ジェクト自体の実施は運営機関を中心に行わ

れる。運営機関はプロジェク ト実施の世話役

的な存在で,プ ロジェクトの提唱者が勤める

のが普通である。運営機関の下では,プ ロジ

ェク ト参加国の専門家が集って年に何度か専

門家会合が開かれているが,そ こでの検討事

項等は運営機関によってとりまとめられ,執

行委員会に提出されたのちCRDに 報告され

ることになっている。

実施協定への加盟手続については,各 協定

毎に定められているが,い ずれも同一内容 と

なっている。協定加盟を希望する場合,ま ず執

行委員会に対 して希望表明を行い,執 行委員

会の全会一致の招請に基づき,署 名あるいは

事務局長への加入書の寄託を行 うことが必要

である。加盟にあたっては,少 なくとも1つ

の事業(附 属書が1つ しかない協定について

は,必 然的にその附属書に定める事業)に 参

加することが義務づけられてお り,ど の事業

に参加するかを事務局長に通告することにな

っている。また,締 約者については,IEA

加盟国の政府は もちろん,政 府によって指定

される行政機関,公 的法人,私 的法人,企 業

その他の団体 も締約当事者 となることができ

ることになっている。以上が対外的な実施協

定加盟手続の概要であるが,対 内的な手続は,

スイスのように,国 会の批准を必要 とする国

や,ア メリカのようにエネルギー省自体が協

定締結権限をもっている国など様々である。

わが国の場合は,日本国政府が加盟する場合,

閣議決定を経ることが手続として確立してい

る。政府以外の者が締約者となる場合は,そ

の締約者を政府が指定する必要があるが,こ

の指定行為については,閣 議決定を経 ること

な く,関 係各省(外 務省,大 蔵省,通 産省,

科学技術庁等)の 了解を得て行 うというルー

ルが確立 している。

以上述べてきたように,実 施協定は形態上

ほぼ統一されているが,プ ロジェクトの実際

の運営方式 を見ると2つ に大別できる。

①事業分担方式

この方式は,協 定に規定 される事業につい

て,参 加各国が自国の負担により自国の研究

所 ・施設 ・実験プラン トを使 って研究開発を

8
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行いその結果得 られる成果を相互に交換する

ことによって,全 体の計画を遂行する方式で

ある。この方式によれば,各 国が得意の分野

で作業を負担 し,相 互に補完的な役割 を果す

ことになるため研究開発 を効率的に行いうる

し,各 国の個々の計画を有機的に結びつける

ことにより大幅な人的 ・資金的負担 を必要と

しないというメリットがある。一方,こ の方

式の問題点としては,計 画化の時点で分担す

る作業をある程度詳細に取 り決める必要があ

ること,作 業分担国以外の参加者の貢献ない

し負担の規定が困難なこと等があげられる。

②資金分担方式

通常,運 営機関に設置されるプラン トにお

いて研究開発を行う計画に,協 定加盟国が費

用を共同出資 して計画を実施 す る方 式 であ

る。この方式によれば,各 国が個別に計画を

実施する際に生じる無駄な重複を避け効率的

に計画を遂行することができ,ま た資金的に

単独では計画を遂行 しえない国にも参加の機

会を提供するとい うメリットがある。一・方,

この方式には,資金的貢献の基準設定が困難i,

各国の予算上の制約,特 許等の成果の分配に

関する各国の法制上の相違による困難等の問

題点がある。

資金の分担比率については,各 協定毎に規

定されているが,運 営機関の出資比率を高 く

して残 りを他の加盟国で均等分割,全 費用を

全加盟国で均等分割,GNPを ベースとした

比率で分割等様々な方法がある。

2)エ ネルギー-R&D計 画審査

CRD活 動 の第2は,各 国 の エ ネ ル ギ ー研

究 開発 計 画 の審 査 を行 う こ とで あ る。 こ の審

査(R&Dレ ビ ュー)は,質 問 書 に対 す る各

国の回答を受けて,あ らかじめ決められた外

国の審査報告者(ラ ポラトゥール)が 書面上

で行 うことになっている。また審査には,経

常審査 と詳細審査の2種 類があり,前 者は毎

年,後 者は3年 に1回 の割で行われる。審査

報告はCRDに 提出されたのち理事会で採択

され公表されるが,既 に1977年,1978年 の審

査報告書が公表されている。わが国は1978年

の審査について,ス ウェーデンとともにカナ

ダの詳細審査のラポラトゥールを努めたが,

1979年 にはスイスの詳細審査を担当した後,

1980年 審査では詳細審査の対象国にまわる予

定である。この審査は,そ れぞれの国の事情

に必ずしも通 じていない外国人が行 うため,

その結論はあくまでラポラトゥールの責任で

出されたもので何 ら拘束力は持たないが,第

三者の客観的な目で見た各国の研究開発政策

が浮きぼりにされるので,謙 虚にこれを政策

に反映 してゆくことが大切である。ちなみに,

わが国に対 しては,非 核エネルギーR&D計

画に対する努力をもっと増加すべきこと,I

EAのR&Dプ ロジェク トにもっと積極的に

参加すべきこと等が勧告されている。

3)シ ステムズ ・アナリス

もう1つ のCRD活 動の柱は,シ ステムズ

・アナ リシス作業である。

新エネルギー技術の開発に要する資金およ

び人的資源は膨大であ り,有 望視される技術

をすべて綱羅 して研究開発を行 うことには限

界がある。従って,IEA全 体 としての長期

的なエネルギーR&D戦 略を考えるにあたっ

ては,各 エネルギーの技術の評価(エ ネルギ

ー技術の実証の可能性,経 済性,エ ネルギー

供給の規模,そ の実現時期,環 境か らの制約

9
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表11EA加 盟 国のR&D

実 施協定 加盟 状況

(1979.8.31現 在)

オ

i
ス

ト

リ

ア

ベ

ル

ギ

[

加

デ

ン

マ

i

ク

西

独

ギ

リ

シ

ヤ

ア

イ
ル

ラ
ン

ド

伊 日

ル
ク

多
プ
ル

グ

蘭

豊
1

ジ

当

ヤ

ノ

[

ル

ウ
エ

1

ス

ペ

イ

ン

ス

ウ
エ

1

デ
ン

ス

イ

ス

ト

ル

コ

英米

路
蕎
墓
墨

実

施

協

定

締

結

年

月

わ

が

国

加

盟

年

月

日

わ

が

国

加

盟

母

体

※

※

※

※

※

※

※

分

野

○ △
実施協定名、0内
はプロジェクト名

実施協定加盟数 12 12 17 8 25 4 5 12 13 0 13 8 4 8 24 15 1 22 32 7

プロジェクト参加数 14 19 24 15 35 5 5 2Q 2Q 0 23 10 5 12 35 24 1 29 47 14

原

子

力

原子炉安全性研究開発の分野におけ
る技術情報交換 ○ ○○○○ ○○ ○ ○○○○ ○○○ 1976.5 1976.5.20 日本原子 力研 究所

強力中性子源(INS)の 建設を目標 と
す る協 同研究開発計画

○ ○ ○○ o ○ 1976.5 1976.5.20 日本原 子力研 究所
「

核融合のための超電導磁石に関する
研究開発計画

○ ○○ ●○ 1977.10 1978.4.13 日本 原子力研 究所

TEXTORに よるプラ ズマ壁面相互

作用に関す る研究開発計画
○ ○ ○ ○○○ ○● ユ977.10 1978.4.13 日 本 国 政 府

省

エ

ネ

ル

ギ

ー

ビル群に対す る省エネル ギーの応用
実証計画

o ○ 1976.6

エネルギーの多段利用 による省エ ネ
ルギー研究開発計画

○○○ ○ ○ ○ ○○ ④ 1977.3 1978.4.13 日 本 国 政 府

建築物及び地域社会における省エネ ○

△

△

○

△

△

△

○

△

△

△

○

△

○

△

○

△

△

△

○

△

△

△

○

△

▲

△

○

△

△

△

△

○

△

▲

▲

○

▲

△

△

△

1977.3

ルギー研究開発計画

1(建 築物のエネルギー負荷測定の
ための方法論の確立)

HI(住 宅用建築物の暖房ための省エ
ネルギー方法の評価)

W(グ ラスゴー商業 ビル ・モニ ター
・プロジェクト)

V(エ アー ・インフィル トレイショ
ン ・センターの設立)

熱伝達及び熱交換における省エネル ○ ○

△

△

△

○

△

△

○

▲

▲

▲

○

△

1977.3

.ギー研究開発計画

1(広 表面熱伝達)

II(熱 交換網の最適設計)

nI(熱 交換チューブ振動)

自動車用高温材料に関する研究開発計
画 ○ ● 1979.5'

改良型ヒー ト・ポンプ ・システムの
研究開発計画

○○ ○○● ○ ○ ○○○ ○○ 1978.7 1979.4.17 日 本 国 政 府

セ メン ト製造における省エネルギー
研究開発計画

○ ○ ○ ○● 1978.7

エ ネルギーの貯蔵による省エネルギ ○

△

△

○

△

▲

○

△

○

△

△

○

▲

○

△

△

○

△

1978.9

一研究開発計画

1(大 規模熱貯蔵システム)

II(マ ンハ イムにおける湖水貯蔵)

省エネルギーのためのヒー ト・ポン
プ ・システムの応用研究開発計画

● ○○ ○○ ○○ ○○ ○ 1977.3

燃焼における省エネルギー研究開発
計画

○ ○ ●○ 1977.3

石

炭

石炭技術情報事業 ○○○ ○ ○○ ○○ ○○ ●○ 1975.11 1977.3.22 日 本 国 政 府

世界の石炭資源埋蔵量のデー タバン
ク事業

○○ ○ ○ ●○ 1975.11

採炭技術交換事業 ○○ ○ ○ ○ ○ ●○ 1975.11

石炭の経済性評価事業 Q ○ ○ ○ ○○ ●○ 1975.11

石炭の流動床燃焼計画 ○ ●○ 1975.11

石炭ガス化液化処理事業 ○ ●○ 1977.10

石炭熱分解の研究開発計画 ● ○ ○ 1977.10

石炭加工のための圧力反応器への乾
燥固形燃料の給送計画

● ○ 1978.11

注)1.プ ロジェク トが1つ のみの協定については、協定名のみを記入し、プロジェクト名 を省略した。
2.省 エネル ギー分野で1976年10月26日 署名発効 した「都市工学及び改良エネルギーシステムの複合的応用実証計画」実施協定は、1978年7月

5日 に「建築物及び地域社会における省エネルギー研究開発計画」実施協定に同協定のANNEXIIと して吸収 され、同ANNEXは1979年1
月1日 に終了 した。
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箋
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実

施

協

定

締

わ

が

国

加

盟

わ

が

国

加

盟結 年
分 O△ 実施協定加盟数 12 12 17 8 25 4 5 12 13 0 13 8 4 8 24 15 1 22 32 7 年 月 母

野
実施協定名、0名
はプロジェクト名 プロジェクト参加数 14 19 24 15 35 5 5 20 20 0 23 10 5 12 35 24 1 29 47 14 月 日 体

太陽熱による暖冷房 システムの開発 ○○ ○○○○ ○○ ○○ ○○○ ○○○ 1976.12 1977.10.3 日 本 国 政 府
試験計画

1(太 陽熱による暖冷房システムの △ ▲ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
性能調査)

再
II(太 陽熱暖冷房機器に関する研究

開発の調整)

△ △ △ △ △ △ ▲ △ △ △ △ △ △

皿(太 陽集熱器の性能調査) △ △ △ △ ▲ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

W(日 射に関するハ ン ドブック及び △ △ △ △ △ △ △ △ △ ▲
計測パッケージの開発)

生
V(太 陽エ ネルギー利用のための既 △ △ △ △ △ △ △ △ ▲ △ △ △ △
存の気象情報の使用)

小規模太陽発電システム計画 ○○ ● ○ ○ ○○○ ○○ 1977.10

可 小規模太陽発電システム計画
第II段階 ○○ ●○ ○○○ ○ 1979.5

風エネルギー転換システムの研究開 ○ ○○○ ○ ○ ○○○ ○ ○○ 1977.10 1978.4.13 日 本 国 政 府
発計画

1 (風 力エ ネルギー転換システムの △ △ △ △ △ △ △ △ △ ▲ △ △
能 環境及び気象的側面)

II(風 エネルギー立地のためのモデ △ △ △ △ ▲
ルの評価)

m(風 力発電の電力供給システムへ ▲ △ △ △ △

工
の統合)

W(大 規模風力エネル ギー転換 シス △ ▲ △ △ △ △
テムの回転圧力と運転の円滑化の
調査)

ネ

大規模風エネルギー転換システムの
開発協力

○○ ○ ○ 1977.10

水からの水素製造に関する研究開発 ○○ ○ ○○ ○ ○○ ○○○ 1977.10 1977.10.6 日 本 国 政 府
計画

}

1(熱 化学法の化学工学的評価) △ △ △ △ △ △ △ ▲

ル II(高 温炉 と化学プ ラントの連繋) ▲ △ △

m(潜 在的な市場の査定) △ △ △ △ △ △ △ △ ▲

IV(新 型アルカ リ性水電解法及び固 △ △ △ △ △ △ ▲ △
体高分子水電解法の開発)

ギ V(固 体酸化物水蒸気電解) △ △ ▲ △ △

人工地熱エネルギー ・システムに関
する研究開発計画

● ○ ○○ ○○ 1977.10 1979.4.17 日 本 国 政 府

地熱装置に関する研究開発実証計画 ○ ○ ● 1979.5
i

波力に関する研究開発計画 ○ ○ ● O ○ 1978.4 1978.4.13 海洋科学技術セ ンター

バイオマス転換技術情報事業 ○○○ ● ○ ○○ 1978.5

森林エネルギーに関する研究開発実
証計画 ○ ○ ○ ○○ ● ○ 1978.4

石油 石油強制回収に関する研究開発実証
計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○● 1979.5 1b79.5.22 石 油 公 団

計 34協 定51プ ロ ジ ェ ク ト 13協 定20プ ロジェク ト

3.「 地熱装置に関する研究開発実証計画」実施協定には表の3力 国の他にメキシコが加盟 している。
4.※ 印はハー ドウエアー協定。

5.● ▲ は運営機 関を示す。印のないのは運営機関が特定 されていない。

※

※

※

※

※
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要 因 等 の 予測)が,選 択 の 基 盤 を提供 す る こ

とに な り,こ の優 先度 の 評価 に 従 って,効 率

的 に 資 金 な らび に人 的 資 源 を投 入 す る こ とが

最 大 の 効 果 を もた らす こ とに な る。 シ ステ ム

ズ ア ナ リシ ス作 業 は,こ れ ら を踏 ま え実 りあ

る国 際 協 力 を推 進 す るた め に,各 国 が そ の 国

家 計 画 に お い て,エ ネ ル ギーR&D戦 略 を策

定 す る際 の基 盤 とな るエ ネ ル ギー 技 術 の 評価

の 基 準 を提 供 す る こ と を 目的 と してお り,最

終 的 に は エ ネ ル ギーR&D戦 略 を提 供 す る こ

とに な って い る。

作 業 は1976年5月 よ り,米 国 ブ ル ックヘ ブ

ン国 立 研 究 所(参 加 国:日 ・米 ・加 ・EC・

ス ウ ェー デ ン ・ノル ウ ェー ・ア イル ラ ン ド)

お よび西 独 ユー リ ッヒ核 研 究 所(参 加 国:西

独 ・デ ンマ ー ク ・EC・ ス イ ス ・オ ラ ンダ ・

英 ・ベ ル ギ ー)で 開始 され,す で に コ ン ピ ュ

ー ター プ ログ ラム 用 の デ ー タの 収 集 分 析 を中

心 と したPhaseIが 終 了 して い る 。現 在

は,21世 紀 初 頭 に 至 る長 期 エ ネ ル ギ ー-SC給 見

通 しお よび エ ネ ル ギ ー技 術 の評 価 を中 心 と し

たPhaseIIが 進 行 中 で あ り,本 年末 に は 報

告 書 の と りま とめ が行 わ れ る こ とに な って い

る 。

4。 日本のエネルギーR&D活 動

表2は,1978年IEA審 査報告書をもとに

作成 したものであるが,こ の表 を見ればわが

国のR&D政 府努力が他の先進諸国のそれと

比べてどうなっているかが一 目瞭然である。

エネルギー-R&D政 府総支出でみれば日本は

米,西 独についで第3位 の地位にあるが,国

の経済力等を勘案すると,わ が国のエネルギ

ーR&D政 府努力はまだまだ不十分といわざ

るを得ない。たとえば,人 口1人 当た りの政

府支出は,米,西 独の半分にも満たない し,

GDPに 対する政府支出も両国の約半分 とな

っている。わが国は世界第2位 の経済大国で

あり,か つ,人 材 も豊富であることを考えれ

ば,少 なくとも西独 レベルの努力を行 うこと

が国力相応の努力ということになるだろう。

次にIEAのCRDに おける日本の貢献度

について見てみよう,CRDで の日本の貢献

度の低 さは表1が 如実に示 している。現在成

立発効 している34の 実施協定への加入ぶ り

は,米 が全体の9割 以上の32協定,西 独が7

割以上の25協定に比べて,わ が国は4割 にも

満たない13協定である。 また,34協 定のうち

資金面等でより大きな努力を必要 とするハー

ドウェアープロジェクトは12協定あるが,わ

が国が加入 しているのはわずか3協 定で,し

かも日本国政府 自体が締約者になっているの

は 「TEXTOR」 実施協定の1本 のみである。

さらに,34協 定のうち,日 本が提唱 して作成

した協定は 「波力」実施協定の1本 だけであ

り,こ こでもわが国の姿勢の消極性が目だっ

ている。IEAの 事務局や加盟各国から,資

金 と人材の豊富な日本のもっと積極的な参加

を,た びたび要望されているに もかか わ ら

ず,貢 献度は一一向に改善されていない。実施

協定中の特許条項がわが国の国有財産法に抵

触する,あ るいは,プ ロジェクトの実施母体

がない等原因はいろいろあると思われるが,

わが国の国際協力に対する姿勢が自己中心的

であることも1つ の大きな原因である。すな

わち,わ が国は日本の技術がす ぐれている分

野には,得 るものがない として参加せず,開

発の遅れた分野にだけ参加 して研究の成果を

もらおうというt'Take&Take"の 傾向が

見 られることである。太陽熱発電に関する協
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定はそのよい例で,日 本が独自に行っている

プロジェクトの方がIEAの プロジェクトよ

りも規模が大きく優れているため,事 務局か

ら日本に参加が要請されたにもかかわらず,

現在 も未加入のままである。日本一国ではな

く世界全体の利益を考えて,国 力相応の貢献

をすることが大切であるとい うように発想の

転換 を行なう必要があろう。

幸いなことに,東 京サ ミッ ト以降,わ が国

にもエネルギー研究開発努力を強化 しようと

する動きが出てきた。代替エネルギー開発公

団の設立が検討 されはじめたことなどは好例

である。IEAのR&Dプ ロジェクトへの加

入についても,民 間団体や政府機関などが積
塾

表2エ ネルギーRD&Dに 対する政府支出(1978年)
●

翻:0

瓠o

予
測

国 値

名

エ ネルギー

RD&D政

府予算 ・

牒 蕩)
(1)

一次エネル

ギー総需要(
TPE)

(一単位:石 油換 算
百万 ト

ン)

国内総生産
(GDP)

(3)

(単位:10億米 ドル)

1人 当 りエ

ネルギーR
D&D政 府

予算(1)

(単位:米ドル)

1人 当 た り
GDP

(単 位:1000米ドル)

1人 当た り
TPE

(懸鋤

GDPに 対

す るRD&

D政 府支出

(一単位:%)

オ ー ス トラ リア 一 一 一 一 一 一 『

オ ー ス ト リ ア 22.0 24.9 59.2 2.9 7.9 3.3 0.04

ベ ル ギ ー 135.6 46.1 98.1 13.8 10.0 4.7 0.13

カ ナ ダ

(lll:l/・)
203.4 203.3

(1:1)(・)

8.6 8.6

(8:81)(・)

デ ン マ ー ク〔4) 24.7 19.3 54.9 4.8 10.8 3.8 0.04

西 ド イ ツ(4) 927.3 270.2 637.1 15.1 10.4 4.4 0.15

ギ リ シ ャ 1.2 14.6 27.2 0.1 2.9 1.6 0,004

ア イ ル ラ ン ド凶 2.6 8.2 12.1 018 3.8 2.6 0.02

イ タ リ ア(4 176.5 139.5 236.0 3.1 4.2
」

2.5 0.07

日 本 797.4 357.0 968.8 6.9 8.4 3.1 0.08

ルクセ ンブルグ 一 『 一 一 一 一 一

オ ラ ン ダ(4) 107.1 64.2 130.2 7.7 9.3 一4
。6 0.08

ニ ュー ・ジ ー ラ ン ド 3.4 10.5 15.5 1.1 4.9 3.3 0.02

ノ ー ル ウ ェ ー 31.8 21.3 40.1 7.8 9.9 5.2 0.08

ス ペ イ ン 48.4 70.2 142.2 1.3 3.8 1.9 0.03

ス ウ ェ ー デ ン 82.3 51.0 86.3 9.9 10.4 6.2 0.10

ス イ ス 38.8 23.8 88.7 6.1 14.1 3.8 0.04

ト ル コ n.a. 一 一 一 一 一 一

イ ギ リ ス(4)㈲ 313.8 212.2 310.8 5.6 5.6 3.8 0.10

ア メ リ カ 3,234.7 1β42.4 2,104.8 14.8 9.6 8.4 0.15

(1)換 算 レー トは,IMF/IFSの 年聞平均為替 レー トを使用。

(2)州 政府 の支出 を含 む。

(3)1978年 値 の計算 には,1978年12月 のOECDEconomicOut!ookGNP/GDPデ フ レーター並 びに実質

GNP成 長率 を使用。

(4)EC加 盟国 のEC共 同 フ。ログラムへの支 出は含まない。

(5)英 国 の国営企業 にっ いては,政 府資金 によるエネルギーRD&D支 出のみ含まれてい るこれ ら企業のその

他 のRD&D支 出 は74年51.3百 万ポ ンドであ り,78年 には98百 万ポ ン ドにのぼってい る。

一13一



u

日

I
I

旧

ー

り

U
I

I

i

則
口

嗣
-

1

極的な姿勢を見せ始めている,近 い将来成立

が見込まれている実施協定には,

①鉄鋼業における省エネルギー

②紙パルプ工業における省エネルギー

③食品加工業における省エネルギー

④アルコール燃料利用を通じての省エネル

ギー

⑤都市産業廃棄物利用を通じての省エネル

ギー

⑥産業用地域暖房用ボイラーにおける石炭

石油混焼

⑦火力発電における石炭石油混焼

⑧産業用地域暖房用ボイラーにおける空気

流動床燃焼

⑨石炭燃焼中の窒素酸化物放射の制御

等があるが,こ のうち①には鉄鋼連盟,② に

は製紙連合会がそれぞれ加入することを内定

してお り,⑦,⑧ にも石炭技術研究所等の加

入が検討 されている。また既存の34協定のう

ち,「 エネルギー貯蔵」 「バイオマス転換」

「石炭経済性評価」等の実施協定に日本国政

府が加入することも検討中である。こうした

積極的な動 きは大いに評価すべきであり,結

実に向けて努力を続ける必要があろう。

(な かはし かずひろ 外務省経済局資源第

一課)

1
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重 質 油 問 題 の 背 景 と対 応

平 野 稔 幸

や

◎◎

艇)

1.は じめ に

当研究所では昭和53年6月 から54年3月 ま

での間に亘 り,通 商産業省資源エネルギー庁

の委託を受けて,重 質油対策に係わる調査研

究を実施 し,そ の成果 を 「重質油分解技術の

動的評価の調査研究」というタイトルで取 り

まとめた。この研究は,研 究所内に功刀泰碩

東京大学工学部教授(現 在,東 京大学名誉教

授)を 委員長とする委員会,お よびその下に

ワーキング ・グループを組織 して実施された

ものである。

この調査研究では中期的な展望に立った石

油需給予測が,1つ の大きな柱 となっていた

が,研 究期間中に,折 りしも世界のエネルギ

ー需給のみならず経済全体を根底から揺さぶ

りかけた昭和54年1月 のイラン革命,お よび

3月 の米国スリーマイル島原発事故 という2

大局面に遭遇 した。それ以来,エ ネルギー情

報は混沌 とし始め,短 期的な見通 しさえも困

難になったことは事実である。原油供給面で

は安定確保のために従来の原油多様化が一層

促進されるものの,量 的には6月 の東京サミ

ッ トにおいて大幅な輸入制限が決定されてお

り,ま た,石 油製品需要面においても,今 よ

りかなり流動的な状況になるものと予想 され

る。

元来,中 期的な観点での石油需給予測問題

については,数 多 くの不確定要素があること

を覚悟 しなければならないが,ま してや先の

2つ の事象が,突 発的に起こったことによっ

て,こ の度の調査研究結果が将来の石油政策

に対 して,直 接適用できるとは思われない。

しかしながら,あ る石油需給状況を仮想 した

場合の1つ の指標 となり得ることは疑いもな

い。そこで,今 回の調査研究に参加 した者の

一人 として,こ の研究の概要 を紹介すると共

に,重 質油問題の背景および対応等について

考えてみたいと思 う。

2.重 質油とは

この用語は石油関係者以外にはあまりなじ

みのない言葉であるので,予 めその定義 をこ

こで説明する。

そもそも原油は製油所において,常 圧蒸留

装置およびその他幾つかの装置を経て精製 さ

れ,LPG,ガ ソリン,ナ フサ,灯 油,軽油,

重油,ア スファル トなどの石油製品が生産さ

れることは周知のとお りである。ここで問題

なのは,一 ・概に原油 といってもその産地によ

ってかな り成分,物理性状等が異なるため,原

油を蒸留操作 により各留分に精留する場合,
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表1わ が国の代表的輸入原油の性状一覧

分 類

油 種

比重(15/4。C)

API度

流 動 点(。C)

硫 黄分(wt%)

得 率(vo1%)

ガ ソリン留分

灯 油 留 分

軽 油 留 分

常 圧 残 油

軽 質 原 油

マ ー バ ン

0.828

39.3

-30 .0

0.80

24.3

14.3

17.6

42.5

ベ リ ー

O.831

38.7

-32 .5

1.10

25.8

15.6

14.1

42.1

中 質 原 油

ア ラ ビ ア ン
・ラ イ ト

0.852

34.4

-15以 下

1.72

25.0

13.5

13.5

48.0

イ ラ ニ ア ン
・ ラ イ ト

0.856

33.7

-27 .5

1.45

24.5

13.0

15.5

47.0

重 質 原 油

ア ラビ ア ン
・ヘ ビー

0.887

27.9

-20以 下

2.70

20.0

10.0

11.0

56,5

ス マ ト ラ ・

ラ イ ト

0.847

35.4

十32.5

0.08

12.5

8.9

12.5

64.2

大 慶

0.859

33.1

十32.5

0.11

10,1

5,4

9.8

74.1

(出所)「 わが国の輸入原油」(石 油連盟)昭 和50年 版

■

,

各製品得率が自ずと異なるという事である。

例えば,ナ フサ,灯 油,軽 油などの沸点の低

い(比 重が小さい)軽 質留分が約60%と 比較

的多 く得られ,重 質留分が約40%と 少ない原

油があるかと思えば,こ れに対 して,軽 質留

分が約30%で,重 質留分は約70%あ るいはそ

れ以上に達する原油 も存在する。この場合,

一般的に前者を軽質原油 ,後 者を重質原油 と

い うが,軽 質留分 と重質留分 との比率に関 し

て,軽 質原油 と重質原油 との境界は明確でな

い。 また,場 合によってはこの中間的なもの

を中質原油 とい うこともある。

表1に 現在わが国に輸入されている原油の

うち,代表的なものを3種 に分類して示した。

中質原油 としたアラビアン ・ライトおよび イ

ラニアンライトは,軽 質原油および重質原油

の2分 類 とする場合,一 ・般に軽質原油 と見な

される。

なお,比 重(API度1))に よる分類 もよ

く使用されるが,重 質油対策の主 旨から考え

れば,前 述の留分の得率による分類のほうが

妥当といえる。また,以 上は重質油 という用

語 を原油に当てはめ,そ の性状によって定義

付けたわけであるが,場 合によっては常圧残

油あるいは減圧残油など中間製品に対 して用

いられることもある。

3.重 質油問題の背景

将来の石油政策における重要課題の1つ と

して重質油対策が最近提言 されているが,こ

の背景について若干触れてみたいと思 う。

この問題の根本的な原因は,最 近になって

原油供給と石油製品需要とが相反する動向を

呈し,需 給関係に大きなギャップが生 じつつ

(注)1)API度:

API比 重 と もい う。API(American

PetroleumInstitute:ア メ リカ石油 協

会)の 制 定 した 比 重表 示 方 法 であ り,比 重

60/60。Fと の関 係 は次 式 で示 され る。

141.5API度一 一131 .5比 重60/60。F
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あることである。まず原油供給面では,わ が

国の輸入原油が年 を追うにつれて,軽 質原油

の比率が少なくな り,逆 に重質原油の比率が

増大 しつつあるという点である。即ち,輸 入

原油の重質化傾向が現われ始め,そ れが近い

将来一・段 と顕著になるであろうと予測されて

いる。この傾向は次の3つ の理由によるもの

である。

第1に 世界における軽質原油 と重質原油 と

の賦存状況があげられる。現在 までに確認さ

れている世界の原油埋蔵量のうち,今 後増産

あるいは新規開発が予想されるものは,中 質

原油および重質原油が圧倒的に多い といわれ

ている。一説によると,世 界の確認原油埋蔵

量の油種別比率は,軽 質原油15%に 対 して中

質原油48%,重 質原油37%と もいわれ,さ ら

に近年新たに発見される原油 も比較的重質油

が多い。このことは,長 期的にみて世界的な

原油の重質化が必然的に進行することを意味

する。

第2の 理由として,近 年の産油国の産油政

策の変更があげられる。例えば,サ ウジアラ

ビアでは従来軽質原油と重質原油との生産比

率を85:15と していたが,前 記の原油埋蔵量

の油種別比率を勘案 して,最 近になって65:

35に変更した。このような産油政策が他の産

油国にも波及する兆しがみえ始め,ま だ当分

先の話しとして捕えられていた原油重質化問

題は,急 速に身近なものとしてクローズアッ

プされるようになった。

第3に,昭 和52年未の日中長期貿易協定締

結に関連して,重 質である中国産原油の大幅

な輸入が取 り決められたことによる。具体的

な数量としては,昭 和52年度輸入実績で660

万 トンであったものが,57年 度に1,500万 ト

ン,60年 度以降はさらに拡大することが内定

している。この中国産原油については,現 在

の埋蔵量およびその他の情勢からみて,日 本

への輸出が可能 と考えられているのは,大 慶

原油,勝利原油,大 港原油の3種 類であるが,

これらはいずれ も中東産原油に比べてかな り

の重質油である。例えば,現 在輸入 されてい

る,中 国産原油の殆どを占める大慶原油の場

合,表1の とお り常圧残油得率が74.1%も

あ り,他 に比べて如何に重質であるかがうな

ずけよう。ただし,こ のように重質でさらに

高流動点であるという難点はあるが,一 般に

中国産原油は低硫黄かつ低金属 という長所が

あ り,こ の点では分解する場合の対応が比較

的容易である。即ち,原 油重質化問題におい

ては,高 硫黄かつ,高 金属 である中東産重質

原油のインパク トの方がむしろ大きいといえ

る。

このような原油供給面の重質化傾向に対 し

て,石 油製品需要面では逆に軽質化傾向が進

行 している。即ち,最 近ではガソリン,ナ フ

サ,灯 油,軽 油など軽質留分に需要が集中し,

逆に重油の需要は相対的に先細 りにな りつつ

あるという状況である。軽質留分の中でもと

くに,需 要増加が顕著に現われてきているの

が,所 謂中問3晶 と呼ばれる灯油,軽 油,A

重油である。我々の最 も身近なものである灯

油は家庭用暖房 として安定 した需要があり,

また産業用 としても燃費や環境規制面で重油

に肩代 りしつつあり,日 本の石油製品需要構

造の大きな特徴 となっている。さらに軽油は

ディーゼルエンジンの普及 と共に,A重 油は

小型船舶用やB,C重 油の肩代 りとして着実

に伸びてきている。なお,こ れら石油製品需

要の経年変化を図1に 示す。
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石油部)昭 和54年 度版
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一方 ,54年8月 に総合エネルギー調査会需

給部会が まとめた長期エネルギー需給暫定見

通 しでは,60年 以降の輸入石油量を東京サミ

ットで合意 した量の下限(日 量630万 バー レ

ル)に 設定 して,不 足分は石油代替エネルギ

ーの開発 ,導 入を積極的に推進するという新

エネルギー戦略を打出している。具体的 には,

原子力,LNGを 中心 とする石油代替エネル

ギーが一次エネルギー供給に占める比率を,

52年度の25,5%か ら70年度に56,9%に まで増

やすというものである。ところが,こ れら石

油代替エネルギーといっても,む しろ大口需

要のB,C重 油代替となるものであ り,概 し

て軽質留分の代替には直接結び付かない点に

問題がある。

前記のような石油需給ギャップを埋めるの

が石油精製の役割であることは,い うまでも

ないが,後 述の通 り,現 存精製設備の能力に

は限界がある。そのために,今 後需要増加が

見込まれる製品得率が,一 方では原油の重質

化によって逆に減少する傾向にあり,そ して

殆 ど確実にそのギャップが生じると予想され

るところに重質油問題が存在する。わが国の

最近の石油政策において,原 油の安定確保が

量的な面での重要課題であるのに対 して,こ

のことは質的な面での重要課題 といえる。

4.わ が国の重質油対策の取 り進め状況

1)重 質油対策懇談会の設置

わが国の既存石油精製設備は,概 してアラ

ビアンライトのような軽質原油を処理するこ

とを前提に設計されてお り,装 置構成は常圧

蒸留装置を中心 とし,そ の留出油を水添処理

して目的とする品質規格の製品を製造すると

いうような,比 較的簡単なものである。この

背景には,仮 に軽質製品の需要が増えれば,

軽質原油を選択的に輸入 して精製するといっ

た具合に,原 油選択で対応が取 り得 るという

状況があった。しかしながら,原 油選択の自

由度が無 くなれば,当 然石油精製設備で製品

の軽質化に対応せざるを得な くなるが,分 解

能力不足という精製設備の体質的な脆弱さ故

に,現 存設備で石油需給のアンバランスを是

正するには自ず と限界がある。そこで,こ の

重質油問題についての調査検討及び対策の実

施を総合的な見地で図るため,昭 和53年3月

に通産大臣の私的諮問機関として,財 界の ト

ップクラスをメンバー とする重質油対策懇談

会が設けられ,そ の下部機関の重質油対策委

員会で具体的検討が開始された。
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もとより重質油対策の方向付けは,わ が国

の実情に見合った方策を採用すべきことは勿

論であるが,こ の際に,趣 を異にする欧米の

重質油対策を調査する必要もあるとの判断か

ら,重 質油対策懇談会は調査の一還として,

昭和53年10月 から11月にかけて,重 質油対策

委員会の技術調査団を海外に派遺 した。この

調査団に当研究所の山本寛理事長が団長とし

て参加されたが,そ の視察談については既に

本季報(第1巻 第2号,1979年1月)に 紹介

されている。

結局,重 質油対策懇談会は重質油対策技術

の諸外国の実態についての官民による調査,

および政府が民間専門機関に委託 した研究調

査等の結果を総合し,昭 和54年3月 に重質油

対策の最終的な取 りまとめを行なった。それ

によれば,わ が国の実情に見合った形での重

質油対策が早急に必要であることが強調され

てお り,こ れを受けて5月 に技術開発の場 と

して重質油対策技術研究組合が設立 された。

2)重 質油対策の具体化の方策

重質油対策懇談会の最終取 りまとめでは,

今後の重質油対策の具体化の方策 として,下

記の4点 を結論付けている。

① 石油製品の規格の見直 し等

② 生焚き原油の転換

③ 軽質原油の確保等

④ 重質油分解設備の導入

①の石油製品規格の変更にあたっては,需

要家の既設設備に対する諸制約が存在 し,ま

た②の生焚き原油の転換は環境規制による制

約があるが,そ れらに対する配慮 を払い,調

和の取れたとり進めができれば,重 質油対策

として即効性のあるものといえる。また,③

の軽質原油の確保は,い うまでもな く今後と

も努力すべき事項ではあるが,原 油が世界的

に重質化 しているだけに難題である。

結局,こ の問題の根本的な解決策としては,

④のわが国の石油製品需要に合致 した重質油

分解設備の導入であるが,こ れは技術的,経

済的な観点で今後の技術開発に負 うものであ

る。 したがって,分 解設備が技術的に確立さ

れるまでの間は,需 要側の協力を得て補完的

な対策である①～③を積極的に推進していか

ねばなるまい。

5.重 質油分解技術とは

一ロに重質油分解技術といっても数種のプ

ロセスがあり,そ の内で既に技術的に確立さ

れたものもあれば,ま だ開発途上にあるもの

も多い。これらの分解技術の相対的な評価は

部分的な項 目については可能であるが,全 体

としていずれのプロセスが最適かを論ずるこ

とは難 しい。なぜなら,原油供給パターンある

いは既存精製パターンなどの要因に応 じて,

最適プロセスとしての評価がなされるからで

ある。したがって,個 々の製油所の状況に応

じた分解技術 を導入することが必要である。

重質油分解技術 を説明する前に,こ れらは

複数の組合わせとして活用されることもある

ので,予 め代表的な数種の分解方式 を図2に

示 した。ここでは,常 圧残油 をいきなり分解

す る方法 として直接分解法 と,い ったん減圧

蒸留 してその減圧軽油 と減圧残油 とを別々に

分解する組合わせ分解法 とに大別 した。次に

各々の分解技術について簡単に述べる。

1)コ ーカー

い わ ゆ る熱 分 解 の主 流 をな す もの で,デ ィ
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組合わせ分解法

(1)コ ー カー 方式

常圧残油 減圧蒸留装置

減圧軽油

(2)ビ スブレー カー方式

減圧残油 一→ コ カ ー

減圧軽油

ガ ス

撫訓
コ ー クス

スガ

ンリソガ

曲

油

戯α

軽

は
置

た
装馨騰鷺接

水

常圧残油 減圧蒸留装置

(3)溶剤脱アスファル ト方式

減圧残油一→ ビスブレーカー

減圧軽油

サ

一

フ

油

ス

ナ

軽

ル

解

解

一

ガ

分

分

タ

接触分解装置または
水 素化 分解 装 置

常圧残油

接触分解装置または
水素 化分 解 装置

ガ ス

ガソリン

(灯油)

軽 油

減圧蒸留装置
減圧残油一 騨 騒 スフア

脱 アスフア
ル ト油

アスファルト

ガ ス

ガソリン

(灯油)

軽 油

直 接 分 解 法

(4)残油接触分解方式

常圧残油

(5)残油水素化分解方式

常圧残油

残油接触分解装置

残油水素化分解装置

ガ ス

ガソリン

(灯油)

軽 油

ガ ス

ガソリン

(灯油)

軽 油

図2重 質 油 分 解 方 式

「

も

,

レー ド・コーカー,フ ルー ド・コーカー等のプ

ロセスがあ り,分 解技術 としては比較的設備

費が安 く,運 転が容易といった長所がある。

その反面,分 解残渣 として副生するコークス

の処理方法に関し,用 途,技 術,経 済性,環

境規制等の解決すべき問題 を包含している。

とりわけ,原 料が中東産原油の減圧残油であ

ると,高 硫黄コークスが生成するために一層

その処分が難 しく,仮 りに燃焼させるとして

も排ガス脱硫設備が必要となる。また,コ ー

カーから灯油は生産 されないので,灯 油の増

産には結び付かないことや,分 解ナフサ,分

解軽油は不飽和分が多 く品質的に不安定であ

るため,さ らに水添処理等の対策が必要とな

るなどの問題点もある。

2)ビ スブレーカー

このプロセスは熱分解の一種であり,コ ー

カーに比べるとかな り軽度に分解を行なうも

ので,一 般に分解率は30%以 下にとどまる。

重質油分解を行なう場合の最 も簡単な方法の

1つ であることから,当 然設備費の安いこと

が大きな長所である。その反面,分 解率が低

いことにより,重 質油の軽質化には限度があ

る。運転上は分解率をある程度高めることも

できるが,そ の場合には装置内でコーキング

を起こし易 くなるという問題が出てくる。さ

らに問題になるのは,分 解残渣であるタール

の貯蔵安定性が極めて悪化することであ り,

この二次処理が難 しいために製品性状はあま

り改良されないことになる。 したがって,一一

般にはあまり有利なプロセスとは考えられて
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3)溶 剤脱アスファル ト装置

これは残油と溶剤 とを接触させて溶剤に油

分を抽出し,ア スファルテンを濃縮分離する

もので,総 じて信頼性の高い技術であるとさ

れている。このプロセス自体は直接 に重質油

分解を行なうものではな く,劣 質残油から比

較的良質な留分を抽出して,品 質の優れた重

油を生産するのに有効である。場合によって

は,抽 出された重質留分(DAO:Deaspha1-

tedOil)を 接触分解あるいは水素化分解す

ることによって,軽質化に寄与する。しかし,

高圧装置であることから設備費が高 く,ま た

運転費 も高い点に難がある。さらに,ア スファ

ルテンを完全に除去することが難しいとか,

アスファル トの処分方法などに問題がある。

4)残 油接触分解装置

大慶原油のように金属分,ア スファルテン

分,硫 黄分等の少ない原油の残油や,い った

ん水素化脱硫した残油であればそのまま直接

に分解することができ,さ らにコークス等の

分解残渣の需要がない場合には有効なプロセ

スといえる。しかし,既 存の接触分解装置は

ガソリン生産を主 目的 とするものであり,中

間留分の増産 を目指す場合には,そ のための

触媒開発,運 転技術の確立などが必要 となる。

また,再 生塔排ガスから硫黄酸化物,窒 素酸

化物が排出されるので,環 境規制の厳 しいわ

が国にとっては,排 煙脱硫,脱 硝設備が必要

となる。

5)残 油水素化分解装置

この装置は残油接触分解装置 よりも各製品

得率のフレキシビリテ ィが高く,将 来の中間

留分増産に大きく寄与できるものと期待され

る。とくに,良 質の灯油増産が可能という点

に関しては,わ が国の需要構造および品質規

格に適 した装置 といえる。しかしながら,水

素 を多量に消費するため運転費が高く,か つ

高温,高 圧装置であるため設備費が高 くなる

といった問題がある。

これらの重質油分解技術 の 導入 に関して

は,も とより技術的および経済的に優れ,し

かもわが国の石油需給状況に適応 した技術 を

選定 しなければならない。しかし,一 部の技

術を除いては,コ ー クス,タ ール,ア スファ

ル トなどの劣質残渣が副産物 として生成する

ため,予 めこれらの利用方法あるいは処理方

法を確立 しておかねばならない。即ち,今 後

実施すべき技術開発は単に分解技術にとどま

ることなく,残 渣の処理技術にも積極的に着

手 しなければならない。それには電力,鉄 鋼

など石油以外の業界の協力が必要で,総 合的

な研究開発,さ らには設備導入に要する資金

の調達や立地の確保などの点で,長 期的な展

望に立った計画を推進してい く必要がある。

例えば,あ る時期までにどのような重質油分

解技術をどの程度の規模で導入すべきか,現

時点で予測 を立ててお く必要がある。

6.調 査研究の目的と最適化モデルの概要

1)目 的

この度実施 した調査研究の内容を紹介する

前に,ま ずその目的を説明 してお く必要があ

る。これは,「 重質油分解技術の動的評価の

調査研究」というタイ トルで,そ の目的は次

の2点 に要約 できる。
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(1)石 油製品需要条件の 内生化2)お よび

石油精製プロセスの最適化のためのLP

(線形計画法)モ デルの動態化3)の2点

について,1つ の方法論を提案 し,こ の

方法による新 しい最適化モデルを作成す

る。

(2)そ して,こ のモデルによる最適化計算

を行ない,重 質油分解技術についての評

価を行なう。

これだけの説明では目的を理解するのに不

充分 と思われるが,さ らに具体的に述べると

しても紙面上の都合 もあるので,次 に概要を

説明する。

2)最 適化モデルの概要

調査研究の手段 となった最適化モデルおよ

びその前提条件の概要について,こ こで紹介

する。

(1)外 生化モデルおよび内生化モデルの双

方について計算 を行ない,そ の相異点につい

(注)2)需 要条件 の内生化:

通常 のLPモ デルによる計算では,製

品需要量 を与件 として与 えてお くのが一

般的 な方法であ る(需 要条件 の外生化あ

るいは外生化 モデル とい う)。これに対 し

て,モ デル の中で計算 される製品 の生産

コス トの増減に よ り,製 品需要量その も

のをモデル内で減 少あ るいは増加 させ る

計算方法 もあ る(需 要条件 の内生化あ る

いは内生化 モデル とい う。

3)モ デルの動態化:

通常 のLPモ デルに よる計算 では,単

年度 または一時点での石油 需給バ ランス

お よび設備 の稼動な どが対象 とな る(静

態的 モデルとい う)。 これに対 して,石

油 需給条件,費 用お よび設備能力な どに

ついて,何 年間かに亘 るデー タを1つ の

モデルに組み込む ことに よって,時 系列

的な要 素を与 えてお き,一 度 に長期間の

最適化計算 を行な う方法 がある(モ デル

の動態化 あるいは動態的 モデルとい う)。

て検討 した。 また,内 生化モデルにおいては

製品需要の価格弾力性の概念を導入 している

が,価 格弾性値の違いが結果に及ぼす影響を

見極めた。

② モデルの動態化については20年 間程度

の展望に立った検討を行な うため,昭 和52年

度を始点にして,3年 間を1期 とした8期 間

を一括取 り扱っている。この動態的モデルと

静態的モデルの双方について計算を行ないそ

の相異点について検討 した。

(3)最 近の石油需給の傾向,総 合エネルギ

ー調査会の長期エネルギー需給暫定見通 し,

(昭和52年6月),あ るいは(財)日 本エネルギ

ー経済研究所の予測などを参考にして,わ が

国の将来 の石油需給シナ リオを設定 した。4)

(4)こ の石油需給シナリオでは,輸 入原油

を11種類に,ま た石油製品を15種類にグルー

ピングして将来の需給を想定 した。

(5)こ の石油需給シナリオにおいては,輸

入原油の重質化,製 品需要の軽質化,製 品重

油の低硫黄化などについて,不 確定要素が多

く,一 義的に条件を決められないことから,

幾つかの代替シナリオを設定 し,ケ ーススタ

ディとして検討した。

(6)全 日本の製油所を単一の製油所に見立

てて,図3の ような石油精製モデルを設定 し

た。

(7)こ の内の既存設備については,全 日本

(注)4)石 油需給 シナ リオ:

本研 究において設定 した石油需給 シナ

リオは,昭 和52,53年 時点での傾 向な り

見通 しな りをベース とした ものである。

この度 の東京サ ミッ トで合意 した石油輸

入 目標お よび,そ の後 の総合エネルギー

調査会需給部会 の長期 エネルギー需給暫

定見通 しにおけ る,輸 入石油量について

は,タ イ ミング的 に計算 のための与件 と

することはできなか った。
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覗○

の各装置についての残存寿命 を推定 し,現 存

設備量が年 と共に低減 していくものとしてい

る。

(8)ま た,将 来導入が予想 される重質油分

解技術としては,熱 分解(コ ーカー),ガ ス

化,残 油接触分解,減 圧軽油水素化分解ある

いは直接脱硫新 タイプなどの設備を想定して

いる。

7.調 査研究の結果

各種モデルによる計算結果には,そ れぞれ

の特徴が如実に反映され,ま たケーススタデ

ィの結果では各石油需給条件に対する様々な

知見が得られた。 しか しながら,こ れらのモ

デルの特性を総て記述することは到底不可能

であるので,こ こでは動態的内生化モデルの

一例について述べる。

前述の とお り,計 算の前提条件である石油

需給シナリオは,昭和52,53年 時点での将来見

通 しに基づいてお り,そ の後の流動的なエネ

ルギー情勢を反映 した需給条件での計算は?

タイミング的に実施できなかった。仮に需給

条件を見直 して計算すれば,結 果はかなり異

なるものと予想される。したがって,こ れか

ら説明しようとする分析結果は,必 ずしも直

接的に将来の姿に結び付 くものではなく,こ

れが唯一の知見と考えるのは危険である。こ

の点を充分念頭に置いて評価 しなければなら

ない。

この計算結果から得 られる情報としては,

原油輸入状況,設 備の稼動ならびに新設状況,

製品の生産状況ならびに限界生産コス トなど
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広範囲に及ぶが,本 調査研究の主 旨により分

解技術を中心 とした設備の新設状況 を主体に

述べる。なお,図4に 主要設備について,全

日本の新設必要量を昭和52年 度以降の累積 と

してまとめた。これは石油製品需要の伸びに

伴なって必要となる設備の能力増強分と,一 ・

方では現存設備の寿命による能力減退に対す

る補填分が含 まれていることに注意 していた

だきたい。各設備については厩略次のとおり

要約できる。

る。これには全製品の需要の伸びが直接影響

していることは勿論のこと,さ らに大きな理

由がある。即ち,現 在の石油精製設備は常圧

蒸留装置が主体 となっていることは前述 した

が,全 日本の個々のそれについてみると,そ

の多 くが昭和30年 代に建設されてお り,他 装

置 と比べると稼動年数は長い。 したがって,

寿命(こ こでは30年 とした。)に よる能力減

少が著 しいこともあって,昭 和64年度頃から

大幅な新設が必要となっているわけである。
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図4設 備 新 設 状 況 の 一 例

(注):検 討 の前提条件 とな った石油需給 シナ リ

オは,東 京サ ミッ ト以前 の見通 しに よる

ものであ る。その後 の状況変化について

は,タ イ ミング的に考慮で きなか った。

1)常 圧蒸留装置

昭和61年 度から能力が不足 し始め,そ れ以

降,相 当量の新設 を必要 とする形 となってい

2)接 解改質,接触分解および残油接触分解装置

ガソリン製造設備としてこの3装 置の状況

を比較してみたい。なお,こ こでいう接触分

解装置とは,減 圧軽油および分解軽油 を原料

とする一般的なFCCの ことである。

昭和64年 度 までは接触分解装置の伸びがめ

ざましく,ガ ソリンおよび軽油留分の増産に

寄与 している。その後は原料調達難 と残油過

剰の両面から,残 油接触分解装置が代替 とし

て台頭 してくる。また,こ れと時期を同 じく

して接触改質装置 も新設され始めているが,

これはガソリンの品質維持および分解ナフサ

増産による原料確保が容易になる結果 といえ

る。

3)水 素化分解,熱 分解および減圧蒸留装置

ここで対象 としている水素化分解は減圧軽

油を,ま た熱分解は減圧残油を原料とするこ

とから,両 者を直接に比較,評 価することは

できないが,重 質油処理の効果という観点か

らすれば,こ の場合は熱分解が有利なはずで,

結果的に も熱分解が早期に導入 されることと

なった。 しか しながら,水 素化分解は常圧蒸

留装置を除けば唯一の灯油生産設備であるた
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め,こ の点において最大のニーズがあること

になる。したがって,昭 和67年度から新設が

必要 となっているのは,こ の時点から灯油が

ひっ迫するという解釈になるが,需 給条件の

設定を若干変更することにより,直 接結果に

影響が現われてくるだけに,あ る程度柔軟な

見方が必要であろう。また,水 素化分解の中

間製品は良質であ り,そ のまま製品にな り得

るが,熱 分解の場合は一般的に性状が不安定

なために,水添処理などの対策が必要である。

したがって,熱 分解装置の導入に先立って,

分解軽質油の品質面での問題,あ るいは分解

残渣であるコー クス等の処分問題 に対する解

決策が講 じられなければならない。この件の

如何によっては,水 素化分解 との相対的な評

価 も大いに変る可能性がある。

なお,減 圧蒸留装置の新設については,当

然 のことながら熱分解および水素化分解装置

の新設状況に沿った形 となっている。

4)間 接脱硫および直接脱硫装置

既存の直接脱硫(旧 タイプ)の 稼動率が好

調なため,脱 硫設備の新設は当面不要という

結果になった。しかし,寿 命を20年 とした関

係で,昭 和64年 度頃から現存設備量が急激に

減少する。その代償としては,脱 硫のみなら

ずハイ ドロビスブ レーキングとしても最 も効

率のよい,直 接脱硫(新 タイプ)が 優先的に

新設されることとなった。

以上,検討結果の一部 を簡単に説明したが.

本研究におけるLPモ デルは新 しい方法を採

用 した点で初めての試み といえる。 しかし,

この方法が現実の局面により適合 してい くた

めには,な お幾つかの点で試行錯誤の過程を

必要 とするであろう。即ち,原 油供給および

製品需要のシナリオ,精 製技術の変遷,社 会

経済の動向などの要因をさらにクリアーにし

て,不 確定要素の多い将来の石油エネルギー

戦略のために,国 家的見地での定量的なアプ

ローチを今後 とも試みるべきである。そのた

めの手段 として,さ らに当モデルについての

●

専

表2重 質油対策研究組合の研究開発テーマ

1ゆ テ マ

(1)分 解技術の開発

① 残油接触分解技術

② 残油水素化分解技術

(2)劣 質残渣 の鉄鋼用原料 への利用技術 開発

① コー クス原料 への利用

② 高炉吹込み技術

③ 還元ペ レッ トの製造

④ 人造粘結材の製造

(8)燃 焼技術 の開発

研 究 主 体 業 種

石 油

鉄 鋼,石 油

電 力,プ ラ ン トメー カー
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研究開発が続行されることを期待 したい。

8.技 術開発の取 り進め

重質油対策懇談会による重質油問題に係わ

るフィージビリティ調査は,「 重質油対策に

関する最終 とりまとめ」として報告されたが.

それによれば今後の技術開発の必要性が指摘

された。それを受けて,重 質油対策技術研究

組合が昭和54年5月 に設立され,ナ ショナル

。プロジニクトとしての研究開発がスター ト

したことは前述のとお りである。そこで,本

稿の締め くくりとして,最 後にこの研究開発

テーマを紹介したい。

重質油対策は単に分解技術の開発にとどま

らず,そ こから副生する残渣の処理技術 も含

めた広範囲な分野での技術開発が必要である

ことか ら,石 油,鉄 鋼,電 力,プ ラン トメー

カー等の各業界を含めた総合プロジェクトで

あり,研 究開発テーマも表2の とお り多方面

に及んでいる。

石油エネルギーの供給難および価格高騰 と

い う危機に直面 している昨今,劣 質残渣の鉄

鋼および電力への有効利用は誰 しも興味のあ

るところである。それ故,今 後ますます厳し

さを増す と思われるエネルギー情勢の中で,

当研究組合の成果を大いに期待したいもので

ある。

(ひ らの としゆき,元 研究員,現 興亜石

油(株)企 画部)

◎

◎

耐

1
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燃料 用 アル コー ルそ の生 産 を

中 心 と し て

高 倉 毅

o博oく 旨旨博o書 ≒eoeee≒e:⇔o叢 レ亀亀 亀{=鴇 毒 鳥⇒ もr⇒もe㌻r亀 亀一 令寺 憎 自≒含く=診oo巷{}⇔ ⇔oo博oe今 ⇔ ≒⇒e鋼 ⇔o{含oo奪eoo

○

は じ め に

ア ル コー ル をエ ネ ル ギー 源(主 と して燃 料)

と して利 用 しよ う とい う考 えは,わ が 国 にお

い て も,急 速 に注 目 を さ れ る よ うに な っ て き

た 。 そ の理 由 と して は;

i)再 び 悪 化 した石 油 事 情 を み る まで もな

く,今 後 わ が国 の と るべ き エ ネ ル ギ7戦 略 の

基 本 は脱 石 油 で あ り,そ の た め の代 替 エ ネ ル

ギ ー の一 つ と して,真 剣 に考 慮 され は じめ た

こ と,

ii)ブ ラ ジル,米 国 な ど です でに ガ ソ リン

へ の混 入 とい う形 で 実 用化 され,そ の 他,い

くつ か の 国 に お い て も導 入 を計 画 中 で あ る こ

と,

iii)研 究 開 発 中 の他 の多 くの 代 替 エ ネ ル ギ

ー と異 な り
,ア ル コー ル は生 産 技 術 が確 立 さ

れ てい る こ と,

iv)石 油 価 格 の 高 騰 に よ り,コ ス ト的 に も

石 油 系 燃 料 と競 合 ない しは凌 駕 す る可 能 性 が

で て き た こ と,

な ど が考 え ら れ る。

半 面;

i)わ が 国 の場 合,国 内 で の 大 量 の 生産 は

不 可能 に近 く,海 外 で の 現地 生産,輸 入 とな

って,エ ネ ル ギ ー の海 外 依 存脱 却 とは な らな

い こ と,

ii)経 済 性 評 価 が不 十 分 な こ と,

iii)エ ネ ル ギ ー 源 として 用 い るた め に は 大

規 模 生産 が 大 前 提 であ り,そ の ため に は 多 額

の 投 資 が必 要 で あ る こ と,

iv)大 量 導 入 へ の需 要 側 の対 応 をは じめ,

輸 送,貯 蔵,分 配 の広 範 囲 にわ た っ て綿 密 な

シナ リオ を用 意 す る必 要 が あ る こ と,

な ど問 題 点 も多 い 。

しか し,ア ル コー ル は 中期 的 視 野 か らは最

も実 現 性 の高 い代 替 エ ネ ル ギ ー の一 つ と考 え

られ るの で,今 後,エ ネ ル ギ ー戦 略 上 の位 置

づ け を明 確 にす る と と もに,そ の導 入 に 関 す

る フ ィー ジ ビ リテ ィー ス タデ ィに 早急 に取 り

組 む必 要 が あ る と思 わ れ る。

1.燃 料 と して の ア ル コー ル

アル コー ル は炭 化 水 素 の水 素 原 子 を水 酸 基

(OH)で 置 き換 え た化 合 物 で 多 くの種 類 が

あ るが,こ こ で考 え る の は,メ タ ノー ル(メ

チル アル コー ル:CH30H)と エ タノ ー ル

(エ チル アル コー ル:C2H50H)で あ る。

燃 料 用 代 替 エ ネ ル ギ ー源(特 に 自動 車 用)と

して考 え られ て い るい くつ か の 化 合物 の 比較

を表1に 示 す が,こ れ か ら もア ル コー ル の優

位 性 は 明 らか で あ る。
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表1代 替エネルギー源 と考えられている化合物の比較

エ ネ ル ギ ー 密 度

生 産 コ ス ト

原 料 入 手 易 さ

貯 蔵,分 配

環 境 へ の 影 響

内燃 エンジンへの対応

排 気 特 性

メ タ ノー ル

CH30H

○

◎

○

○

○

◎

○

エ タ ノー ル

C2H50H

○

×

△

○

○

◎

○

ヒ ドラ ジ ン

N2H4

○

双

◎

△

×

×

×

ア ンモ ニア

NH3

△

×

◎

△

×

△

×

合成 ガ ソ リン
C4～C12

混 合 物

◎

×

○

◎

△

○

△

水 素

H2

×

×

◎

×

◎

○

◎

注)記 号 の意味:◎ 特 に優れてい る,○ 優れ てい る,△ 良い,× 悪い,× ×特 に悪い

後 出参考文献15)に よる

表2主 な 液 体 燃 料 の 比 較

性質
燃料

比 重

引 火 点(。C)

気 化 潜 熱(kcal/kg)

低 発 熱 量(kcal/kg)

理論 空気量(㎞3/kg)

ガ ソ リ ン

0.679～0.77

-5～-15

75

10,500

～15

灯 油

0.80～0.84

31～72

60

10,300

14.7

軽 油

0.84～0.89

58～85

10,175

～14

C重 油

0.93～0.99

110～138

007
ウ9

01

エ チ ル ア

ル コー ル

0.790

9～32

206

6,400

9.0

メチ ル ア

ル コー ル

0.794

-1～32

263

4,800

6.45

注)後 出参考文献17)に よる。

アルコールと主な石油系燃料との性質を比

較 したものが表2で ある。重要な相異点とし

ては,ア ルコールは発熱量が石油系燃料の約

半分であること,気 化潜熱が大きいことの2

点があり,こ のため,利 用に際 していくつか

の間題が生 じるが,こ こでは生産に焦点をし

ぼ りたいので触れないことにする。

2.海 外 の動 向

1)ブ ラ ジル

1975年 に 「国 家 アル コー ル 計 画 」 が布 告 さ

れ,1980年 まで に300万k9(237万t)/年 の

エ タ ノー ル を農 作 物(砂 糖 きび,マ ン ジ ョカ

な ど)か ら製 造 し,全 ブ ラ ジル の 自動 車 用 ガ

ソ リンの20%混 入 率 実 現 をめ ざ して い る。 し

か し,計 画 は か な り遅 れ てお り,本 年9月 で

混入 率 は 全 国 平 均 で11%で あ り,20%達 成 は

1983～4年 に な る とみ られ る。 さ らに将 来 は

自動 車燃 料 は す べ て ア ル コー ル に す る予定 で

あ り,既 に100%ア ル コー ル 用 の試 作 車 が走

りは じめ て い る。 ブ ラジ ル が こ の よ うな大 胆

な計 画 に と り くん だ背 景 に は,同 国 が 古 くか

らア ル コー ル の ガ ソ リン へ の混 入 の実 積 を持

つ こ と(1920年 代 か ら始 ま り,1975年 以 前 も

●
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量 は 少 い が 混入 され て い た。),お よび,こ の

計 画 が外 貨 節約 だ け で な く,低 開 発 地域 の経

済 開 発,雇 用 促 進 とい った 意 味 も含 ん で い る

こ とが あ げ られ るだ ろ う。

2)米 国

ガ ソ リンに10%エ タ ノー ル を混 入 した もの

がGasoho1の 名 で数 年 前 か ら中 西 部 穀 倉 地

帯 を中 心 に販 売 され てい た が,本 年 に な っ て

連 邦 税 の免 除(4セ ン ト/ガ ロ ン),環 境 保 護

庁(EPA)に よ る認 可 等 に よ り急 速 に 普 及

し,現 在,Gasoho1ス テー シ ョンは1,000を

越 す に至 っ て い る。 さ らに メ ジ ャー の一 つ テ

キ サ コ社 も1979年10月 か らニ ュー ヨー クな ど

で試 験 販 売 を開 始 す る と発 表 し,Gasoho1熱

は高 まる ばか りで あ る。 米 国 の場 合,Gaso・

ho1用 エ タ ノー ル は と う もろ こ しを主 体 とす

る余 剰 農 産 物 か ら発 酵 法 で つ く られ て お り,

今後,そ の生 産 量 と価 格 がGasoho1普 及 の

鍵 をに ぎ っ てい る とい え よ う,ち な み に,政

府 補 助 等 に よ り,1985年 に は6億 ガ ロ ン(227

万M)の エ タ ノー ル を生 産 す る計 画 で あ る

が,ガ ソ リン消 費 量 は 年 間1,000億 ガ ロ ン で

あ り,こ の ま ま では,焼 け 石 に水 の 感 じ であ

る。 た だ し,エ ネ ル ギー省 の 予測 に よれ ば,

都 市 ゴ ミ,エ ネ ル ギー 栽 培 農 作 物 な どに よ り,

い ずれ 年 間47億 ガ ロ ン程 度 の アル コー ル を生

産 す る こ とが 可 能 とな る と考 え られ,こ れ が

実 現 す れ ば,Gasoho1も40数%の 市 場 を 占

め る こ とに な る。

3)西 ドイ ツ

1974年 に石 油 代 替 エ ネ ル ギー の研 究 計 画 と

して,メ タノ ー ル と水 素 が有 力候 補 と して選

ば れ,豊 富 に存 在 す る石 炭 か らガ ス化 を経 て

メ タノ ー ル をつ く り,メ タノ ー ル ・ガ ソ リン

混 合,純 メ タ ノー ル,さ らに は水 素 へ とい う

い ろ移 行 が考 え られ て い る。 そ の後VW社 が

中心 とな り種 々 の テ ス トが続 け られ,本 年 か

らは 「都 市 交 通 の た め の代 替 エ ネ ル ギー 」 計

画 が開 始 さ れ1982年 末 まで続 け られ る。 この

計 画 で は 「M・15」 と呼 ば れ て い る メ タノ ー

ル を15%混 入 した ガ ソ リンの実 車 に に よ る大

規 模 な テ ス トをは じめ,100%メ タ ノー ル エ

ン ジ ン,100%エ タノ ー ル エ ン ジ ンの 開発,

テ ス ト,さ らに デ ィー ゼ ル エ ン ジ ンへ の アル

コー ル利 用 の 研究 な どが行 な わ れ る予 定 で あ

る。生 産 面 では核 熱 を利 用 す る こ と も検 討 さ

れ てい る。

4)そ の 他

ニ ュー ジー ラ ン ドでは マ ウ イ天 然 ガ ス を利

用 して メ タ ノー ル と し,ガ ソ リン に15%混 入

す る計 画 に着 手 し,ま た,オ ー ス トリア では

1981年 か らバ イ オ マ ス を原 料 とす るエ タ ノー

ル をガ ソ リン に混 入 す る こ とに してお り,海

外 で も急 速 に アル コー ル 燃 料 に関 す る関 心 が

高 ま っ てい る。

3.ア ル コー ル の 生 産

1)メ タ ノー ル

(1)現 状

原 料 は主 と して,天 然 ガ ス,ナ フサ,LP

G等 の軽 質 系炭 化 水 素 で あ るが,最 近 は 常圧

残 油,減 圧 残 油 な どの重 質 系 の もの も用 い ら

れ る よ うに な って い る。天 然 ガ スの場 合,そ

の反 応 は;

i)水 蒸気 改 質

CH4十H,O→CO十3H2

-49 .3kca1

また は,部 分 酸 化

2CH4十 〇2-→2CO十4H2

十17.1kca1
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表3メ タ ノ ー ル の 各 種 合 成 法

反応温度(。C)

合成圧力
(kg/cm2)

触 媒

ICI法

230～270

50～62

Cu-Zn-Cr系

Lurgi法

240

40～80

Cu系

三菱瓦斯化学法

270

100～200

Cu-Zn-Cr系

CPI-Vulcan法

180～200

Zu-Cr(二 元)

日水 一Topsφe法

230～280

100～200

Cu-Zn-Cr系

注)後 出参考文献7)に よる。

山
スチー ム

「 一一卿騨 一■ 「

雛 徐 難 黎 州 ζ。五 糊
　… 盤 「….__聾 一」 騰

低沸点物1リ ファイニング塔 パージ

(改質炉燃料)

一

　
=

一

一

水

料
、
燃

ム一チス

図11CI法 の フ ロー シー ト

注)後 出参考文献7)に よる。

に よ る合成 ガ スの製 造 と,

ii)メ タ ノー ル 合 成 反 応

CO十2H2=・CH30H

十21.6kca1

で あ る。表3に 示 す よ うに合 成 法 に は 触 媒 系,

反 応 圧 な どの相 違 に よ りい くつ か あ るが,代

表 的 な方 法 の一 つ で あ るICI法 の概 略 を 図

1に 示 す 。

現 在,世 界 で は約1,200万t/年 の メ タノ ー

ル が生 産 さ れ,わ が国 で は100万t/年 を超 え

て い る。生 産 され た メ タ ノー ル は半 分以 上 が

ホ ル マ リンに 変 換 され,合 成 樹 脂 な どの原 料

と し て用 い られ てい る。 工場 渡 し価 格 は米 国

で約26,000円/t(7.0ド ル/百 万BTU),日 本

で約48,000円/t(13ド ル/百 万BTU)で あ る。

(2>燃 料 用 メ タ ノー ル

メ タ ノー ル 合 成 の原 料 は,一 酸 化 炭 素 と水

素,あ る い は二 酸 化 炭 素 と水 素(CO2十3

一30一



表4メ タ ノー ル の 製造 コ ス ト試 算

国 機関

米 国

西 独

SRI

Uhde

基準年

1978

1977

原 料

炭

材

ミゴ市

石

木

都

天然ガス

精製残油

石 炭

都市ゴミ

原 料 コ ス ト

0.5～1.0ド ル/百 万BTU

1ド ル/百 万BTU

-12～-18ド ノレ/t

(ク レジ ッ ト)

0.27ド ル/百 万BTU

2.03ド ル/百 万BTU

O.76ド ル/百 万BTU

-16ド ル/t(ク レジ ッ ト)

生 産 量

t/日t/年

9,000

1,500

600

2,970,000

495,000

198,000

製 造 原 価

ドル/百 円/t
万BTU

1,500×2

1,000×3

1,500×2

500×6

5.0

8.5

9.5

945,000

925,000

910,000

900,000

3.41

8.09

6.96

6.26

23,400

39,800

44,500

19,200

37,900

32,600

29,300

備 考

一部新技術

フ レイ ト含

まず

陰

注)後 出参考文献13)及 び14)に よる。

H2-→CH30H十H20十11.9kca1)で あ

り,天 然 ガ ス,石 油 系 原 料 は も と よ り,石 炭,

木 材,都 市 ゴ ミ(バ イオ マ ス)な ど,こ れ ら

の ガ ス を生 成 す る もの は何 で も使 え る とい う

強味 が あ る。 しか し,石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー と

して考 え る場 合,石 油 系原 料 を使 うの は意 味

が な い 。木 材,バ イオ マ ス は再 生 資 源 とい う

意 味 で は理 想 的 だ が現 状 で は コ ス ト的 に割 高

で あ る。 した が って,燃 料 用 メ タノ ー ル原 料

と して は 当 分 は天 然 ガ ス あ るい は 石炭 が 有 力

で あ る と考 え られ る 。参 考 まで に比 較 的 新 し

い コ ス ト ト試 算 の結 果 を ま とめ た もの を表4

に 示 す 。 これ 以前 の もの を含 め て考 え る と,

試 算 の結 果 に は か な り巾 が あ り,今 後 さ らに

詳 細 な検 討 が必 要 で あ ろ う。

(3)技 術 革 新

メ タ ノー ル プ ラ ン トの生 産 能 力 は 年 々増 大

し,現 在 最 大 の もの は,ア メ リカ の1,800t/

日プ ラ ン トで あ る。 計 画 中 の もの で は,ソ 連

の2,750t/日(建 設 は イギ リスの メー カ ー)

が あ り,さ らに 技 術 的 に は5,000t/日 ま では

現 在 で も十 分 可 能 で あ る とい わ れ て い る。 メ

タ ノー ル の場 合,そ の コ ス トの 中 で プ ラ ン ト

建 設 費 の 占め る割 合 が 大 き く,プ ラ ン トの 大

型 化 は,ス ケ ー ル メ リ ッ トに よ り,コ ス トダ

ウ ンに 大 き く寄 与 す る。 した が って,プ ラ ン

トの 大 型 化,さ らに 高 効 率 化 は 今 後 も大 きな

課 題 の 一 つ で あ る。

メ タ ノー ル に 関 係 す る重 要 な 新 技 術 と して

モ ー ビル 法 が あ る。 これ は,ゼ オ ラ イ ト触 媒

を用 い て効 率 良 くメ タ ノー ル をガ ソ リンに 変

換 す る技 術 であ る。 反 応 は 原 理 的 には;

[2CH・ ・H諾 ÷CH・ ・CH・]

-H20

→C
2～C5オ レフ ィ ン

ー一{三三三ジ
ン}(ガー

で示 さ れ る。 こ の モー ビル 法 に よ り安 価 に メ

タ ノー ル を ガ ソ リン化 で き る とす れ ば,メ タ

ノー ル を そ の ま ま用 い る た め に生 ず る 多 くの

問 題 も考 え る必 要 が な くな る。 さ らに,石 炭

か らの メ タ ノー ル を モー ビル 法 で ガ ソ リン化
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原 料

1生甘し・蝦i夢

2糖 み つ

3粗

甲

40min
132℃

酵素

55℃

発酵 洗鞠 勝1獺輔)

固形分50%

発 酵 アル コー ル分9v%

粕(飼 料)

99.5v%無 水

ア ル コ ー ル

95・%鞭 。一,レ

95・%郷 コー,レ

●周

図2発 酵 法 に よ る エ タ ノー ル製 造 の フ ロ～ シ ー ト

注)後 出参考文献12)に よる。

す る方 が,石 炭 の水 添 液 化 に よ る粗 油 生 産 よ

り容 易 に な る といわ れ て お り,今 後,こ の技

術 の進 展 は メ タ ノー ル を含 む広 い 意 味 で の石

炭 液 化 の技 術 開 発 に大 き な影 響 を与 え る と思

わ れ る。

2)エ タ ノー ル

(1)現 状

製 法 と して は ナ フサ等 か らの エ チ レンお よ

び水 を原料 とす る合成 法 と農 作 物 を原料 とす

る発 酵 法 とが あ る。発 酵 法 の概 略 を図2に 示

す 。

反 応 は糖 で;

C6H1206→2C2H50H十2CO2

澱 粉 で;

(C60HloO5)n+nH20→

2nC2H50H十2nCO2

であ る。

現 在,世 界 の生 産 量 は,お よ そ800万t/年

(工 業 用 アル コー ル)で あ り,わ が 国 では 約

11万t/年 とな って い る。95%ア ル コー ル の

販 売 価 格 は 米 国 で約96,000円/t(14.9ド ル/

百 万BTU),わ が 国 では,発 酵 アル コー ル で

約227,000円/t(49ド ル/百 万BTU)で あ

る。

(2)燃 料 用 エ タ ノー ル

エ タノ ー ル を燃 料 用 と して大 量 に製 造 す る

場 合 は,石 油 系原 料 か らス ター トす る化 学 的

合 成 法 を用 い る こ とは意 味 が ない 。 した が っ

て,現 在 の とこ ろ,燃 料 用 エ タ ノー ル の製 法

と しては 発 酵 法 に限 られ る。 原 料 と しては砂

糖 きび,キ ャ ッサ バ,砂 糖 大根,甘 し ょ,と

う もろ こ しな ど,糖 な い しは 澱 粉 を多 く含 む

作 物 であ る。ブ ラジ ル の場 合 は現 在 砂 糖 きび,

糖 み つ で8割 近 くを 占め て い るが,ア ル7-一

】
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ル 計 画 を達 成 す るに は,今 後,マ ン ジ ョカ(キ

ャ ッサ バ の別 名),パ パ スや しな ど も原 料 と

して利 用 してゆ くこ とが 必 要 とい わ れ る。

燃 料 用 エ タ ノー ル の経 済1生評価 であ るが,

米 国 にお け る試 算 の場 合,さ と う きび を原 料

と し,年 間75,000tの95%エ タ ノー ル を生 産

す る とき の コ ス トは153,000円/t(26ド ル/

百 万BTU)程 度 とされ てお り,米 国 で の現

状 価 格 の倍 以 上 とな っ て い る 。 こ れ は,現 在

の ア ル コー ル が余 剰 農 作 物 か ら非 常 に安 く作

られ て い るこ とを意 味 して お り,Gasoholが

普 及 した場 合,今 の価 格 を維 持 で き るか ど う

か が 問題 で あ る。一 方,ブ ラ ジル の場 合,原

料 に よ り,53,000～100,000円/tが 製 造 コ ス

トと され て お り,政 策 的 に ガ ソ リン を高価 格

に す る こ とに よ っ てエ タ ノー ル の 混 入 を実 現

してい る。

この よ うに エ タ ノー ル の場 合,そ の ガ ソ リ

ンへ の混 入 をす でに 実施 してい る ブ ラ ジル,

米 国 で も経 済 的 に は ガ ソ リン よ り有 利 に は な

っ てい な い よ う で あ る。

メ タ ノー ル と比 較 して,エ タ ノー ル の製 造

コ ス トは明 らか に高 い が,こ れ は,原 料 コ ス

トの点 で メ タ ノー ル の方 が は るか に有 利 な こ

とに加 え て,変 換 効 率 の点 で もメ タ ノー ル の

方 が大 きい こ とが主 な理 由 と考 え られ る。

(3)技 術 革 新

最 も期 待 され るの は,セ ル ロー スか らの エ

タ ノー ル の製造 技 術 の確 立 で あ るが,セ ル ロ

ー ス の加 水 分 解(糖 化)の プ ロ セ スが ネ ッ ク

とな ってお り,従 来 の酸 に よ る分 解 に対 し,

酵素(セ ル ラー ゼ)に よ る分 解 の研 究 が 進 ん

で い る。

また,ア ル コー ル発 酵 に関 して は,固 定 化

酵 素 の製 法 の 開発 とそ の応 用,あ る い は高 温

発 酵 可 能 な,酵 母 の発 見 な どが研 究 され て お

り,実 用 化 さ れ れ ば ア ル コ ー ル製 造 コ ス トを

下 げ る の に役 立 つ と考 え られ る。

エ タ ノー ル製 造 に 関 す る,新 しい 技 術 と し

て,合 成 ガ スか らエ タ ノー ル を直 接 合 成 す る

方 法 が 注 目 され てい る。 これ は 「ロジ ウ ム ・

ク ラ ス タ担 持 触 媒 」 と呼 ば れ る特 殊 な 触 媒 を

用 い る もの で あ るが,合 成 ガ ス圧50気 圧,反

応 温 度250～290。Cで,ワ ンパ ス のCO転 化

率 が8～10%,生 成 物 の75～80%が エ タ ノー

ル とい う結 果 が 得 られ てい る。 実 用 化 され れ

ば,メ タ ノー ル 同 様,合 成 ガ スか らエ タ ノー

ル が 作 られ る こ とにな り,そ の影 響 は 大 きい 。

燃 料 と して考 え る場 合 は エ タ ノー ル の方 が 発

熱 量 が大 き く,メ タ ノー ル か エ タ ノー ル か と

い う選 択 が必 要 に な る と考 え られ る。

3)わ が国 の立 場

(1)メ タ ノー ル

国 内 で の原 料 と して は,石 炭,都 市 ゴ ミ,

バ イ オマ ス等 が考 え られ るが,い ず れ も燃 料

メ タ ノー ル 用 と して は コ ス ト的 に 引 き合 わ な

い と考 え られ る。 した が っ て,わ が 国 の場 合

最 も実 現性 の 高 い の は海 外 天 然 ガ ス を メ タ ノ

ー ル化 し
,輸 入 す る方 法 で あ る。 実 は この天

然 ガ スか ら の燃 料 メ タ ノー ル 構想 は 新 しい も

の では な く,LNGプ ロ ジ ェ ク トと の経 済性

比 較 と し て1972年 頃 か ら議 論 され て き た。 す

なわ ち,LNGの 場 合,タ ン カー の船 価 が高

く輸 送 コ ス トが 大 きい の で,遠 隔 地 の場 合 製

造 費 は高 くて も,通 常 の石 油 タ ン カー で運 べ

るメ タノ ー ル の方 が有 利 に な る可 能 性 が あ っ

た 。 しか し,オ イル シ ョ ッ ク以 降 の イ ン フ レ,

原 料 ガ ス 高価 格 化 な どに よ り,そ の後 の試 算

で は 炉 前価 格 で メ タ ノー ル はLNGよ り,1.2

～1.5倍 程 度 高 くな る と見積 られ て お り,メ
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タ ノー ル 化 の 話 は 立 ち消 え とな った 。

そ れ では,代 替 エ ネ ル ギ ー と して,ア ル コ

ー ル が 見 直 され た 現 在
,電 力 用 と して のLN

Gと の 比 較 だ け でな く,自 動 車 用 燃 料 な どの

用 途 も含 め た 場 合 の メ タ ノー ル の 経済1生は ど

う であ ろ うか 。 あ る試 算 に よれ ば,遠 隔 地天

然 ガ ス を原 料 と して,740万t/年(2,720t/

日 ×8系 列)規 模 で 目 標 価 格(CIF)は

17,300円/t(3.70ド ル/百 万BTU)程 度 と

な る。 これ は,ガ ソ リン ス タ ン ドで供 給 す れ

ば28円/6位 とな り,税 金,発 熱 量 を考 慮 して

も既 に 現 在 のガ ソ リン価 格 よ り安価 とな る。

もち ろ ん,こ れ は 試 算 の 一 例 であ り,信 頼性

の 巾は 明 らか でな い が,現 在 の メ タ ノー ル の

経済 性 の お よそ の 位 置 づ け は 知 る こ とが で き

るだ ろ う。 い ず れ に せ よ,こ の よ うな 大規 模

メ タ ノー ル プ ロジ ェ ク トに は数 千 億 円 の投 資

を必 要 と し,さ らに 輸 送,貯 蔵,需 要,環 境

の 各 分野 で 解 決 す べ き問題 も多 く,今 後 の本

格 的 な 調 査,研 究 が 望 まれ る。

(2)エ タ ノー ル

さつ まい もか らエ タノ ー ル を作 る場 合 を考

え て み よ う。現 在,わ が 国 の さ つ まい もの 収

量 は 全 国 平 均 で23t/haで あ り,澱 粉 の 含 有

率 は全 国 平 均 で28%で あ る。 一 方,先 に 述 べ

た反 応 式 か ら,理 論 上澱 粉1t当 り0.57tの

エ タノ ー ル が得 られ るが,発 酵効 率 は87%位

で あ る。 これ らか ら,さ つ まい もの場 合,エ

タノ ー ル は3.2t/ha得 られ る計 算 とな る。す

な わ ち,わ が 国 の ガ ソ リン需 要 をす べ て エ タ

ノ ー ル で代 替 す る とす れ ば,約1,000万haの

土 地 が必 要 とい うこ とに な る。 わ が 国 の稲 の

作 付 面 積 が約300万haで あ るこ と を考 え る と

こ れ は 明 らか に不 可 能 で あ る。生 産 コス トの

面 で も,さ つ まい もか らの発 酵 の場 合,230

円/4以 上 と考 え られ,や は り燃 料 用 に は無 理

で あ る。

した が って,エ タノー ル の場 合 も海 外 生 産

とな るが,そ の可 能 性 は ど うで あ ろ うか。 具

体 的 に動 き 出 して い る もの と しては,ブ ラ ジ

ル で の ア ル コー ル生 産 計 画 が あ る。 今 年 の8

月 に 開 か れ た 日伯 閣僚 会 議 で提 案 さ れ,両 国

共 同 の ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク トと して発 足

す る見通 しで あ る。 日本 側 の推 進 母 体 に な る

国 際 マ ン ジ ョカ 開発(民 間13社 が 出 資)で

は,合 弁 会 社 を設 立 し,早 け れ ば1983年 に も

ア ル コー ル の 開発 輸 入 を め ざ す といわ れ て い

る。生 産 原価 は40～50円 〃 を 目標 と して い る

が,と りあ え ず は現 地 に ア ル コー ル試 験 工 場

を設 置 し,種 々 の試 験 を行 な う予 定 とな って

い る。

また,東 南 ア ジア方 面 で の エ タノー ル生 産

の可 能 性 につ い て は,(財)日 本 エ ネ ル ギー 経

済 研 究 所 にお け る試 算 が あ る。それ に よ る と,

イン ドネ シ ア で さつ まい もを栽 培 し,年 産10

万k4程 度 の プ ラン トに よ る場 合 の コ ス トは

235ド ル/k4と 考 え られ,利 益,日 本 へ の輸

送 コ ス ト等 を含 め て も73円/6と な り,ガ ソ

リン の増 量 剤 と考 え る場 合 は,石 油 価 格 が26

ドル/バ レル とな れ ば エ タ ノー ル は ガ ソ リ ン

と価 格 的 に競 合 で き る と してい る。

む す び

先に(54年8月)発 表された総合エネルギ

ー調査会(通 産大臣の諮問機関)の 「長期エ

ネルギー需給暫定見通 し」によれば,輸 入石

油依存率を昭和52年 度の74.5%(実 績)か ら

65年度には50%に 減 らすことが明 らかにされ

ている。代替エネルギーの うち,い わゆる新

エネルギーについてみると,65年 度には石油
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換 算 で3,850万k9(5.5%)が 見込 まれ て お り,

「旧 見通 し」52年 の1,300万k9に 比 べ て3倍

とい う大 巾増 で あ る。 しか もこ の うち,半 分

以 上 を石 炭 液 化 で賄 う とみ られ てい るが,日,

米,西 独 共 同 の石 炭 液 化 プ ロ ジ ェ ク ト(SR

CII)が 研 究 開 発 の緒 につ い たば か りで あ る

こ とを考 え る と,そ の実 現 には よほ ど の努 力

が必 要 だ ろ う。 す で に述 べ た よ うに,中 期 的

な観 点 か らは アル コー ル 燃 料 の導 入 とそ の利

用 の促 進 が,技 術 的 に もコ ス ト的 に も可 能 性

の高 い こ とを考 え る と,そ の た め の検 討 評 価

を進 め,今 後 のエ ネ ル ギー 政 策 上 わ が 国 が ア

ル コー ル 問 題 に どの よ うに 対 応 す るの か の 意

志 決 定 を急 ぐ必 要 が あ る と考 え られ る。

紙 数 の都 合 で,ア ル コー ル の生 産 ま で の話

とな っ たが,そ の利 用 あ るい は 輸 送,貯 蔵 な

ど に関 しては 機 会 が あ れ ば また と りあげ る こ

とに したい 。 な お,さ らに 詳 細 を調 べ だい と

関 心 を もたれ る方 々の た め に,主 要 な参 考 文

献 をつ ぎに 掲 げ てお く。(た か くら た け し

主 任 研 究 員)

〔参 考 文 献〕

1)LNGと メ タ ノー ル:資 源 エネ ル ギー 庁 液 化 天

然 ガ ス研 究 委 員会

2)メ タ ノー ル の大 規 模 利 用 に 関 す るテ クノ ロジー

ア セ ス メ ン ト報 告書:(財)日 本 産 業技 術 振 興 協

会51年3月

3)エ タ ノー ル の資 源 的 背 景 と内 燃機 関 へ の適 応 性

:(財)日 本 自動 車 研 究 所52年11月

4)メ タ ノー ル 燃焼 に関 す る検 討:(財)電 力 中央 研

究 所 ・エ ネ ル ギー 環 境 技 術 研 究所53年3月

5)ALCOHOLFUELS:AConferenceheld

attheSebelTownHouse,Sydney,Aust・

ralia.1978.8.

6)ブ ラジル 及 び アメ リカ にお け る工 業 用 ア ル コー

ル事 情 調 査 報 告:通 産 省 基礎 産業 局 アル コー

ル事 業 部1978年8月

7)新 エ ネ ル ギー 技術 シー ズ に関 す る調 査研 究:三

菱総 合研 究 所54年3月

8)燃 料 メ タノ～ ル の導入 と推 進 会 社 設 立 の提 案:

田 中泰 一・郎,ENERGY,197g-g

g)Alcohols;ATechnicalAssessmentof

TheirApplicationasFuels:American

PetroleumInstitute,1976年7月

10)IDENTIFICATIONOFPROBABLE

AUTOMOTIVEFUELSCOMPOSITION

1985-2000:DOE,1978年5月

11)ブ ラ ジル マ ン ジ 。力事 業 企 業 進 出基 礎調 査 団調

査報 告書:国 際 マ ン ジ 。カ エ ネル ギー 開発 協 会

54年2月

12)ア ル コー ル専 売 事 業概 況:通 産 省 基 礎産 業 局

アル コー ル事 業 部,53年6月

13)Proceedings;INTERNATIONALSYM-

POSIUMONALCOHOLFUELTECH-

NOLOGY,METHANOLANDETHA--

NOL,Wolfsburg,:EnglishTran.DOE,

1978年7月

14)ALCOHOLFUE襲STECHNOLOGY

THIRDINTERNATIONALSYMPO-

SIUM,ASILOMAR:1979年5月

15)FUTUREFUELSANDMIXTUREPRE-

PARATIONMETHODSFORSPARK

IGNITIONAUTOMOBILEENGINES:

W.Bernhardt,Pro9,Combust.,3,139

(1977)

16)THESTATUSOFALCOHOLFUELS

UTILIZATIONTECHNOLOGYFOR

HIGHWAYTRANSPORTATION(13th

IntersocietyEnergyConversionEnginee・

ringConference):E.E.Ecklulld,et.a1.

(1978)
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研 究 所 の う ご き

(昭 和54年6月1日 ～8月31日)

◇ 企画委員会開催

1)第2回 企画委 員会

日時:6月22日(金)15:00～17:00

場所:当 研究所会議室

議題:(1)企 画委員会 のあ り方 と今後 の検討課題

(2)特 定テー マ(核 熱の産業用利用につい

て)

(3)そ の他

2)第3回 企 画委 員 会

日時:7月24日(火)15:00～17:00

場 所:当 研 究 所会 議 室

議 題:(1)燃 料 用 アル コー ル 問題 につ い て

(2)地 域 エ ネ ルー ギー 需 給計 画 策 定 の ケー

ス ・ス タ デ ィ(ロ ー カル ・エ ネル ギー

・シス テ ム)

(3)特 定 テー マ(エ ネ ル ギ ー技 術 デー タ ・

べ 一 ス につ いて)

◇ 主なできごと

6月21日(木)MITI-IAE定 例懇談会第2

回開催

22日(金)第2回 企画委員会開催 。

「高 レベル廃棄物の地層処分に関す

る リス ク解析手法 の調 査研究 」の昭和

53年度研究成果 を動燃事業団 に報告。

28日(木)「 エネルギー技術 デー タベース の体

系化法 の開発研究」及 び 「将来におけ

るエネルギー立地の構想 と評価調査研

究」の昭和53年 度研究成果 を電力中央

研究所に報告 。

7月19日(木)「 核熱 の産業用利用に関 する調査」

の第1回 委員会開催。

24日(火)第3回 企画委 員会開催 。

26日(木)「 原子カ プラン ト運転 の信頼 性に関

す る研究会」開催 。

8月9日(木)MITI-IAE定 例懇談会第3

回開催。

14日(火)「 昭和54年 度高 レベル廃 棄物 の地層

処分に関する リス ク解析手法 の調査研

究」 の第1回 委員会開催。

28日(火)「 電気事業 が直面す る技術開発課題

に関す る調査 」の第1回 委員会開催。

31日(金)「 海水ウラン等回収 システム技術開

発調査」の第1回 委員会開催 。

◇ 人事異動

下記の方々が新たに入所した。

(氏名)(入 所月日)(所

楠 山藤一・

杉本香織

阿部 進

今 川正二

6月25日

7月9Eil

7月16日

8月1日

属)

プ ロジェク ト試験研究部

〃

事務局経理課長

プ ロジェク ト試験研究部

また,研 究嘱託(非 常勤)と して,加 藤 尚武(4

月16日 付),研 究員(非 常勤)と して松井一秋(5

月1日 付)の2氏 が,研 究業務に参加 することとな

った。

なお9月1日 付で次の発令 を行 った。

武田 康

大森栄一

時枝茂治

楠山藤一

大江康博

今川正二

徳下善孝

杉本香織

主席研究員に任命

副主席研究員 〃

主管研究員 〃

主任研究員 〃

主任研究員 〃

副主任研究員 〃

副主任研究員 〃

研究員 〃
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